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昭和48年 度情 報処理関係施策

行政情報処理振興施策について

通商産業省情報処理に関する事業内容

郵政省情報処理に関する']」業西谷

電r－計算機利川に関する技術研究会事業内容

わがn4に おける情報処理に関する標準化の現状

「研究開発〕

階層構造の情報処理システム

見学 者視察等受人れ状況

JIPI)ECだ よ り

〔お知 らせ〕

JIPDECREPORT(英 文)の 発行
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当財団は,わ が国における情報処理および情報処理産業の

発展に資するため,コ ンピュータシステムの効率評価に関す

る技術の現状 と動向を調査する目的で昭和47年10月22日 よ り

3週 間にわた り,米,英,仏3ケ 国に,調 査員を派遣した。

その結果を 「コンピュータシステム評価海外調査報告書」

としてとりまとめたのでここにその概要を紹介する。

昭和47年10月22日 よ り約3週 間,米 英仏3カ 国におけ

るコン ピュータシステム評価の実状調査をお こな った。

訪 問先 は大学,政 府関連の研究機 関,ユ ーザ等12個 所 で

あった。

システム評価 と一 口に言 って も,そ の範 囲はかな り広

い。 アセスメン ト(Assessment)と エ バ リュエーシ ョン

(Evaluation)の ニ ュアンスの違い,対 象 とす るシステ

ムの周辺や環境 をどこまで含 めるか とい う広 さの違 い,

シ ステムの製造者の側かユーザの側か とい う 立 場 の 違

い,あ るいは研究的か実務的か とい うとらえ方の違 いな

ど,広 く,深 く,且 つ複雑 であ る。

今回の調査は,コ ン ピュー タシステ ムにかな り密着 し

た範 囲内で,主 としてユーザの立場か らの実務 的,直 接

的な効率評価に重点を置 き,具 体 的には次の諸点 を対象

とした。

①大学 や研究所 にお けるシステム評価に対 す る意見 や,

今 後の傾向

②商用評価 システムのユーザの意 見

③政府機関 にお けるシス テム評価 に関する活 動

④ コン ピュー タネッ トワー クシステムの評価

等 で あった。

この うち,ネ ッ トワー クシステムの評価 は,や や異質

であるか ら,紙 面 の都合 上今 回は対象外 とし,こ こでは

他の3項 目の コンピュータシステムの評価に焦点を あて

ることとす る。

シス テムの効 率評価 はコン ピュータにかかわ るすべ て

の人達 の共 通の関心 事であるが,特 に次の よ うな場面 で

必 要 とな る。

ω コン ピュー タ導入 の際の機種選択

② システムの変更,機 能追加等 に ともな う新 シス テム

の効率の予測`

㈲ 現在の シス テムの効 率の把握 と向上の可能性の検討

従来お こなわれて来 た評価 の方法 としては次の ような

ものがあ る。

{1)イ ンス トラクシ ョン ミックス(lnstructionMix):

Gibsonmix,Commercialmix,GAMMmixな ど

{2)ベ ン チマーーク(Benchmark):実 際 のプ ログ ラムに

よる。
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(3)総 合 プr1グ ラ ノ・(Syntheticprogram):任 意 のパ

ラメー タ指 定が可能な人出 力 も含む標準的なプ ログ ラ

ム

(4)シ ミ ュ レ ー シ ョン(Simulation)

(5)モ ニ タ リ ン グ(Monitoring):ハ ー ドウ ェ ア モ ニ タ

ー と ソ フ ト ウ ェ ア モ ニ タ ー

(6)解 析 手 法(AnalyticMethods):キ ュ ー イ ン グ 理 論

(Queuingtheory)や グ ラ フ理 論(Graphtheory)を

中 心 と し た 解 析 手 法

一 方
,最 近 は 数 多 くの 商 用 評 価 シ ス テ ム も 開 発 さ れ て

お り,米 国 で は 特 に 多 くの ユ ー ザ が あ る。

1.各 国におけるシステム評価の実状

今回の調査の日的の一つは国別の比較という観点か ら

見ることであったが,次 の5つ の項目①政府の積極性,

②商用評価システムの開発,③ コンピュータユーザの実

績,④ 研究,⑤ コンピュータメーカーの実績,に 対して

若干比較をおこなってみたい。

① 政府の積極性

米国:国 防省を含め米国の連邦政府がコンピュータシ

ステムの巨大ユーザであることは周知の事実であ

るが,そ れだけに新 システムの導入の際の機種選

択や,既 存のシステムの有効利用などの面でシス

テム効率評価に対し,多 大の努力を払 って来てい

る。しかしより重要な点は,民 間を指導する立場

にある政府 として,評 価の目安というような何 ら

かの基準を作 り,行 政指導を行な うか否か という

ことである。日本 と米国では政府と民間の力関係

がやや異なるとも言われ,少 な くとも強制的と思

われるような政策はとられていないが,そ れで も

政府自体がビッグユーザである関係上,結 果的に

は類似のニュアンスで受けとられることもあり得

る。

例えば,米 国商務省の所属研究機関であるNB

Sが まとめ役として動 きつっあるシステム評価に

関する委員会活動はその一つであろう。独自のあ

るいは商用の評価システムを使用して政府内の導

入機種を決定するとい うプロセスが定着すれば,

民間,と くにコ ンピュー クメーカーへの影響は多

大で ある。そ して民 間の ユーザ もこれにな らう方

向 に向 うのは当然 であろ う。

これ らを含め,米 国におけ る政府の積極性はか

な り強い と判断で きる。

英 国:今 回訪問 したCivilServiceDepartmentの

CentralComputerAgencyは 米 国のNBSに や

や似 た性格 を持 ってお り,急 増 しつつ ある政府 内

の コン ピュータシステムや コン ピュー タ技術者 の

需要 に対 して,既 存の システムが実際 に どの程度

効 率 よく活 か されているかを再検 討 し,シ ステ ム

の評価 とい う観 点か ら官民を含めた広 い範 囲の コ

ン ピュー タユーザに何等かの提言や指 針を与 え る

役 目を持 ってい るとい う。 この よ うな動 きは,こ

こ1,2年 とい うことであるが,国 産 コン ピュー

タメーカICLの 育 成 とい う目的 も含 めて,日 本

と事情の似か よった英 国の今後の動向は興味が あ

る。

フ ランス:政 府内で も特 に軍 関係 は コンピュータの ビ

ッグユーザであ り,PTT(日 本 にお けるNTT

とほ ぼ似た立場に ある)と と もにシステム効率評

価 に対 しかな りの実績 を持 ってい ると い わ れ る

が,政 策 上の 目的は現在 の ところ少ない ようであ

る。

② 商 用評価 システ ムの開発

米国:最 近の米国にお ける商 用評価 システムの躍進 ぶ

りは めざましい ものが ある。COMRESS,Boole

&Babbage,Tesdataな どの半 ば専門の メー カ

ーの他 に,一 般の ソフ トウェア会社が この方面 に

進 出を始 めてい る。定評ある製品はそ れ ぞ れ 数

100の ユ ーザを持 ち,IBM自 身 も商 用システ ム

を手がけている。

フランス:米 国のCOMRESS社 が 開発 しt商 用評価

シ ミュレー タSCERTと,ほ ぼ同 じ機能 を持 つ

PRESTEと 呼ぶ システムを国策的な アプ リケー

シ ョンソフ トウ ェア会社SEMAが 開 発 し,国 産

メーカーCIIの コン ピュータの評価 を含め,い

くつかのユーザに よって使用 され てい る。
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英 国:今 回の調査 では 国内 にお ける商用 シス テムの開

発の話題は とくに出なか った。専 ら,米 国のCO-

MRESS社,B&B社,Tesdata社 な どの製品

が使 われているよ うで ある。

③ コンピュータユーザの実績

何処 の国において も比較的大 きなユーザはそれな りの

実績 を持 つ。特 にIBMの 機 種 を使用 してい るユーザが

最 も関心 が高いの も共通点 である。

米 国:中 級以 上の ユーザは機種の入れか え,増 設,大

型システ ムの設計等の各段階 で,何 らかの評価を

お こな うのは当然 である とい うムー ドで ある。商

用システ ムもかな り使用 されてい るが,独 自の評

価 システ ムを開発 しているユーザ も多い。商用 シ

ステ ムとの比 は約50%つ つ であるとい う。

英 国:銀 行,鉄 鋼会社 を始 め大手ユーザは関心 を持 ち

それな りの実績 もあるが米 国には とて も及 ば な

いo

フ ランス:IBMやCDCの コ ン ピュー タのユーザが

中心 であるが,軍,電 信,電 力,原 子力 関係 な ど

の ユーザ はかな り実績 を持つ。

④ 研 究

米 国:1960年 頃 か ら研究が開始 され,今 や峠を越 した

とい う意見 もある。 しか し,タ イ ムシ ェア リング

システムを始 めよ り複雑なハー ドウェア,ソ フ ト

ウェアを対象 にした もの,ま たは解析的手法 の研

究 はなおかな りさかん である。

英 国:1972年 の9月 にComputerPerformanceMe-

thodsofAssessmentと 称 するシステム評価の

コンファレンスが開かれた。 モニタ リングシ ミュ

レー シ ョンが主 要なテーマの ようであるが,日 本

で も同年 の8月 に最初 のシステ ム評価 シンポジウ

ムが開かれ,そ の点 では似 たよ うな状態 である。

フランス:フ ランスは もともとシ ミュレーシ ョンの さ

かんな国であ るが研究 テーマ としては タ・fムシェ

アリングやマル チシステムの シ ミュレー シ ョンが

主体 であ る。

⑤ コ ンピュータメーカーの実績

米国:新 しいシステムを開発す る場合,あ るいは既成

のシステムを改良す る目的でシ ミュレーシ 。ンを

始 め何等かの モニタ リングをお こない製品 に反映

させ る とい うことは メー カー としてむしろ当然で

あるが,こ れ らの 自分のための評価か ら除 々にユ

ーザの為 のサポー ト,即 ちOSの 一 部に何等かの

評価機能 を内蔵す る,あ るいは標準 的な プ ログラ

ムに対 す る処理効率 データを提 供す るな どとい う

動 きが加 え られつつ ある。IBMのSMFは その

一例 であろ う
。 もっともこの傾向は メー カー側の

自発 的意志 とい うよ り,ユ ーザ側か らの強 い要請

が反応 したの だ とい う見方 もある。

英 国:ICLの 国産 コン ピュー タではOSに 何等 かの

モニ タリング機能 を内蔵す るとい う様 な ことはま

だ考 えていな いよ うで ある。 もっぱ ら自社の ため

のシ ミュレーシ 。ンワー クが主 体である。

フ ランス:英 国同様,モ ニ タ リングに関 してはまだあ

ま り関心はない。 ハー ドウェアを中心 とした シ ミ

ュレーシ ョンが主 な ワー クの ようである。

以上の よ うな比較項 目を 日本 の状態 に対応 させてみ る

と,⑤ の コン ピュー タメー カーの実績 がやや優位 である

だけで他は英,仏 と似た様 な程度 であろ う。①～⑤のい

つ れの項 目に対 して も米国には とて も及 ばない。

2.商 用評価システムの使用について

商用評価 システム としては

・シ ミュレー タ

・ハ ー ドウェアモニ ター

・ソフ トウェアモニ ター

の3種 類が ある。'

今 回の調査の範囲 では,よ く使 用 されているシステム

は,シ ミュレータではSCERTとCASE,ハ ー ドウ

ェアモニターではDYNAPROBE,ソ フ トウェアモニ

タi-一ではSMS,そ して言語 プロセッサの評価 システム

では,COBOLOptimizerの 評 判が よか っナこ。 この他 シ

ミュレータのCSSがIBMの 強 みで最近 はユーザが増

加 しつつ ある様子で,同 様 に新 しいシ ミュレー タSAM

も期 待 されてい るとい う。

主な意見 としては次のよ うな ものが ある。
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① シ ミュレー タの精度 は約10%で あ るが,シ ミュレー

タ全般 に言 えることは モデルがあ る程度 ク リアーで ある

か,ま たは ユーザ 自身が多少 モデル記述 をお こな うタイ

プの ものは,比 較 的結 果の判断が し易いが,さ もない と結

果に対 す る不安が ある。 そのせいかあ る程 度進 んだユー

ザ,あ るいはオンライン,TSSな どの評価を試み るユ

ーザは
,こ れ らの商用システ ムの使用 をあ きらめGPSS,

SIMSCRIPTな どで 自分でモデルを作成 し独 自の シ ミ

レーシ ョンを行な ってい るようであ る。 またシ ミュレー

シ 。ンは導入 前 も含 めたどち らか とい うと初期の段 階で

使用 し,一 応 システムが落着 くと,モ ニタ リングに切 り

か えて,よ り細かい評価 をす るとい うのが一般 的のよ う

である。

② ソフ トウェアモニターは マシンデ ィペ ンデ ン トにな

る傾向が あるので,IBMユ ーザの利用度が圧倒的で あ

る。米国にお ける商 用のソフ トウェアモニターの約80%

はIBMの 機 種用の もので ある とい う事情 か らも当然 と

言 え よう。

ソフ トウェアモニターの使用 はある程度の技術 レベル

が要求 され る。特に結果の評価 にはそれな りの眼が必 要

である。逆 に言 えば,技 術 レベルの低 いユーザは,十 分

に使 い こなせ ない。 モニターシステムには マルチ処理 や

マルチア クセスの システム全体 の総合的な効率を測定 す

る もの と,あ る言語 プロセッサーの効率,あ るいは,そ

の言語で組んだユーザ プログ ラムの効率な どを測定す る

もの とがあるが,前 者は コンピュータの管理 をす る特別

な技術者 が使用 し,後 者の言語 に関す るものは個 々のプ

ログ ラマーが各 自で使用す るとい う形 が多い よ う で あ

る。

③ 現在ハー ドウェアモニターを使 用 していたユーザ は

比較的少なか ったがDYNAPROBEやX-rayな どを

使 いたい とい う意 向はか な りあ っナこ。現在使用 していな

い理 由 としては,

・ 使用 するのに専門的技術 あるいはコン ピュータメ

ー カーの協力が必要 である。

・ 高価であ る。

・ 最近の コン ピュー タ(例 えば370)に は コンソー

ル に簡 単な モニ タ リング機能がついてい るので必 要

ない。

な どの意見が あった。 しか しハー ドウェアモニター とソ

フ トウ ェアモニターは両方を併 用す るのが最 も望 ましい

とい う意見 もある。

④ 商 用評価 システムの使用 による効率の向上は,シ ス

テ ム全 体 としては20～30%,1つ の プログ ラムでは中に

は50%近 い 向上が経験 されナこもの もある とい う。言語で

はCOBOLに 特 に効果が あるようであ る。

⑤ これ らの システムによ り指摘 された効率上のポイン

トは

・CPUの 利 用度(Utilization)

・各 チ ャネルの利用度 とバランス

・デ ィスク上の フ ァイルの配置

・ファイルのブ ロッキングフ ァクターやレコー ドサイ

ズ

・オーバ レ/(overlay)構 造

・モジ ュール化の設計

・デー タの型の定義

・各種 のキ ューの大 きさや スケジ ュール アルゴ リズ ム

等 であ るとい う。

⑥ これ らの商用 シス テム自身の価格 と,そ れか ら得 ら

れ るゲイ ン(gain)と の コス トバ ランスにつ き各 ユーザ

に共通 の質 問をお こな ったが,4ユ ーザの うち,定 量的

な数字 を示 して くれたのは1コ 口ザ だけでそれに よる と

年 間50,000～60,000ド ル のレンタル費に対 し,約200,000

ドル の節 約が可能だ とい うこと で あ っ た。約4()Yoで あ

る。

あるユーザか らは コン ピュータシステムの コス トに比

べ れば これ らの システムの費用 は1～2%位 で あるか ら

殆ん ど気にしない とい う返 事 もあ った。

しか し,こ の コス トバ ランスの評価はかな りむつか し

い 問題で あ り,あ るユーザはその商用評価 システムの コ

ス ト効 率自身を評価 するの も一つの目的 である とい う。

⑦ 第三者の意見

大学,研 究機関な どで聞いた,こ れ ら商用 システムに

対す る意見 としては次の よ うな ものがある。

・ 商用評価 システムの申にはかな り有 効な もの もあ

るが,概 して対 象 とするシス テムがシ ンプルな もの
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で あるとい う限定 があ り,よ り新 しい複雑な システ

ムに対 しては不十分であ る。

・ 一般に高価で,汎 用 システ ム故 の欠陥 もあ り,進

んだユーザは 自主 開発をする傾 向がある。 しか しそ

のた めには何等かの商 用 システ ムの使用経験 がある

ことが望 まし く,そ の意味では商用システ ムは トレ

ー ニング用に非常に よい。

・ 商用 システムはす ぐ目に見 える経済的効果を上げ

得 るとい うことで有効で ある。

・ 評価 システム 自身の評価が必要で ある。一般にシ

ミュレーシ 。ンの結果の精度は実測に よって確かめ

ることが望ましい。

3.総 合的な意見

研究機 関,ユ ーザを問わず システム評価 に関す る一般

的意 見 としては次の ような ものが あった。

① システ ム評価 の技術 としては モニタ リング,シ ミュ

レー シ ョン,ア ナ リテ ィック手法な どが あるが,こ れ

らはお互 いに相お ぎない合 って全体の レベルが上 るこ

とが望ま しい。例 えばアナ リテ ィック手法は シ ミュレ

ー シ ョンモデルのシステ ムパ ラメー タを探 すために役

立つが,実 は最後 の 目標 はやは りア ナリテ ィックモデ

ル 自身のパ ラメー タの研究 であ る。

まテこ,シ ミュレーシ 。ンのモデル の正 当性 のチ ェッ

クのために モニタ リングは非常 によい トゥール(tool)

で あ る。

② システム評価のための特殊の シ ミュレーシ 。ン言語

の必要性 は,そ れ ほどは強 くない。 ナこだ汎用 シ ミュレ

ータは概 して処理 時間がかか るので ,専 用のシステム

で効率 をあげる とい うことは必要か も知れない。 しか

し,そ のための最適の シ ミレ ユレー シ ョン言語あ るい

はシステ ムを設計 するのはかな り大へんな こ とで ある

し,そ のインプ リメン トも決 して簡単ではない。 む し

ろ既 製の汎用 言語 に何等かの機能 をつ け加 える方が よ

いのではないか。

例 えば現在 の汎用言語GPSSに 既 製の モデル を結

合す る機能 をつけ加 える と便利 である。

③ シ ミュレー シ 。ンの結果 の誤差は機種選択の 目的に

は5%以 内,シ ステムの増強や設計のためには10～20

%位 で よい。

④ ハー ドウェアモニター とソフ トウ ェアモニ ターは得

意 の領 域がやや異 なるの で,併 用す るか,あ るいは両

方の機 能を混 合した装 置が 望ましい。

⑤ 一般 に モニ タリングシステムは入力の仕方が よろ し

くない。 また,結 果の分 析 ももっと自動的にな るべ き

である。

⑥ 従来の コン ピュータは速 度 とか容量 とか,そ の豊富

な機能や大 きさが主 として注 目の対象にな っていたが

今後 コン ピュー タメー カーは,ハ ー ドウェア もソフ ト

ウ ェア も効率評価 を前提 として シス テムを設 計す るよ

うにな るであろ うし,な るべ きで ある。

⑦ メーカーは モニタ リングや評価機 能を システ ムに も

っと組 み込 むべ きである。ユーザ レベルで挿入 す るよ

りも誤差 やオーバヘ ッ ドが少な く,よ りきめの細 かい

モニ ターをお こな うには,OS設 計 時に組み込むのが

最 もよい。

⑧ 今 後,数 多 くの評価情報 や資料が世の中に ゆ きわた

り,ユ ーザは評価 に対 するデシジ ョンが し易 くな るで

あろ う。 それだけにメー カーは苦 し くな る。

4.シ ステム評価に関する総合的な感想

NBSで は 特殊なハー ドウェアをTSSの 端 末 とセン

トラル コン ピュー タの間に挿入 し,TSS端 末 ユーザの

振舞(Behavior)を 測 定 し,人 間 と機械 を総合 したシス

テムの評価を こころ ざしてい る。一方 ボス トンのある銀

行ではオ ンラ・fン端末 のオペレータが単位 時間 内に幾つ

の メ ッセージの処理 が出来るか を測定 し,評 価 をお こな

ってい る。

これ らの話は どちらも共通 点があ り,人 間 も含 めて一

つの システムと考 え,総 合的に評 価すべ きである とい う

方 向に向 って来 たことが感 じ られ る。 それにして もこう

い った気運の前提 としては,少 な くとも米 国におい ては

端末か らの オンライン使用が全 く一般化 した とい う証拠

で もあろ う。

商用評価 システムの普及 は他国に くらべ米 国が群 を抜

いてい る。 そしてまた これ らのシステムの ユーザは少な
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くとも2つ 以上の システムを併 用す るのが一般的 である

らしい。 シ ミュレー シ ョンとモニ タ リングはたしかに異

な った 目的 を持 ってお り,一 つの システ ムを使用 してみ

ると,連 想 的に他の システムを使用 したい要求や必要性

が出て くる ものの よ うで ある。

商用であ るな しにかか わ らず評価 システ ム自身を評価

す る気運 が出て来 ているのは 当然 であろ う。 また米国は

もとよ り,英 国にお いて も政府機関が特殊な立場で評価

問題を と り上げてい るのは注 目される。

ますます複雑化 し,且 つ絶 え間な く変貌を続 けるコン

ピュー タシステムを,正 し く評価す る とい うことは非常

にむつかしい問題 であ り,よ り新 しい 多角的,総 合的な

評価技術の研究 が今後益 々必要 とな って来 るで あろ う。

また コンピュー タの メーカー とユーザの立場の違い,

特 に メー カーに とっては比較 評価 のデータが直接営業上

の利 害関係 に影響 す るだけに,(現 実 に米 国では一部で

この問題が起 ってい る)純 技術的問題 だけでは片付かぬ

深刻な而を持 ち合わせてい ることを痛感せ ざ る を 得 な

いo

●

コピ ロノツ グ　ノぶノグワノの

i

いll竃 勲 爵 讃緩
13.オ ン ライン情報処理に対 す る融 資

ミ ・禰 公糎 与してい・専蹄 回線

ミ,。 、5(1973年 、月発行)

}

JIPDECREPORT(英 文)の 発 行dhl--hitiJVAdtv-t-vt

当財団では,情 報処理に関する海外との情報交換および,わ が国の情報処理

の実情を海外に紹介するためJIPDECREPORT(英 文)を 次により発行した。

わが国における情報処理産業の実態と動向

1.情 報処理サービスの発展 と推移

2.経 営主体別分布状況

3.暦 年別計算センタ一-ee設状況

4,地 域別計算センター分布状況

5.従 業員数,資 本金規模別分布状況

6.今 後の動き
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昭和48年度情報処理関係施策

行 政 情 報 処理 振 興施 策 に つ い て

行政管理庁行政管理局

瀬 野 浩

1.は じめ に

わが 国の行政機 関にお けるコン ピュー タの 導 入 台 数

は,年 々急速に増加 し,昭 和47年 度 末現在では,205台

に達 しよ うとしてい る.こ れは世界各国の行政機 関にお

けるコン ピュータ台数 と比較す る と,ア メ リカに次いで

第2位 とな ってお り,西 ドイツ とほぼ同 じで ある。

コンピュータの導入台数が伸 び,ほ とん どの省庁が利

用 す るにつれて,こ れまで問題 とされなか った政府全体

としての見地か らの情報の よ り一層の高度利用が要請 さ

れ るよ うにな って きてい る。

この ことは,省 庁 内での大量反覆事務の機械処理か ら

歩 を一歩進めて,各 省庁 の固有 の業務 や計画業務 とい っ

た業務処理 に コンピュー タが利用 され るに至 り,デ ータ

収集の スパ ンが拡大 して きている ことを ものが たってい

る。

また一方では,行 政の システ ム化 とい うことが検 討さ

れ るよ うにな り,行 政の施策 立案 か ら執 行に至 るプ ロセ

スが重要視 され,そ の プロセスの中に コン ピュー タをデ

ー タ処理機 としてビル トインす る とい う気運 が高ま りつ

つあ る。 したが って,コ ン ピュー タへの適用業務の開発

とい う考 え方が,行 政管理への コン ピュー タの適用 とい

う発想へ と転換 されつつ ある。

ζの よ うな見地か ら昭和48年 度の行政情報処 理の振興

施策 を各省庁に共通する コン ピュータ利用の課題を検討

す る ことと,シ ステ ムの開発 とに重点 を置 く こ と と し

た。

2.行 政情報処理の振興施策

行政情報処理の施策 として基本 となるものは,昭 和43

年8月30日 に行なわれた閣議決定 「政府における電子計

算機利用の今後の方策について」であり,こ こで次の4

項目が決定された。

①新規適用業務の拡大,利 用技術の開発,各 種標準化

等の調査研究の充実

②各省庁に対する助言指導体制の整備

③要員とくに基幹要員の養成

④各省庁による共同利用の推進,情 報の総合利用のナこ

めの調査研究体制の整備

閣議決定以後,各 省庁のコンピュータの利用は,導 入

台数の面でも適用業務の面で も急速に進展 してはいるも

のの,後 述のように各種の課題が山積 してお り,新 たに

抜本的に解決を図らなければな らない課題を も加えて今

後の対策を迫 られている。

行政管理庁では,昭 和46年11月 か ら,こ れら情報処理

の諸問題に対処する意味で,民 間有識者の意見を聴取す

るため,長 官の諮問機関 として 「行政情報処理基本問題

懇話会」を設け,対 策を検討してきたが,昭 和47年12月

に同懇話会から 「行政情報処理の基本問題に 関 す る意

見」を受けた。1

この意見は,次 の4項 目を骨子としている。

①システム開発の推進対策

②コンピュータの有効利用対策

③データ交換の促進対策

④その他関連する諸問題

この行政情報処理の基本問題に関する意見の趣旨に沿
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って,行 政管理庁では昭和48年 度の行政情報処理の基本

方針を作成 し,当 面 とりくむべ き課題を次のように設定

している。

{1洪通情報処理システムの開発促進

各省庁に共通,関 連,類 似する情報システムについ

て,政 府としての一体性と各省庁間の有機性を考慮し

て,長 期的展望に立った総合的な見地から計画的に調

査研究を推進するために,昭 和45年 度から行政管理庁

に一括計上 された 「行政情報処理調査研究費」を有効

に活用し,シ ステムの開発を促進するもので,そ の予

算規模 も,昭 和47年 度の8,500万 円か ら昭和48年 度で

は9,600万 円に増額された。

昭和47年度においてとり上げt調 査研究テーマは次

の とお りである。

A.基 礎調査研究

(a)行政情報通信ネットワーク(行 政管理庁)

(b)環境公害情報システム(環 境庁)

(c)公共事業情報システム(建 設省)

(d)筑波研究学園都市における総合研究情報 シ ス テ ム

(科学技術庁)

B.シ ステム具体化のための調査研究

(a)情報処理標準コー ドシステム(行 政管理庁)

(b)統計データバンクシステム(総 理府統計局)

(c)国会会議録情報利用システム(行 政管理庁)

昭和48年 度においては,行 政情報通信ネットワーク

の詳細設計,統 計データバンクシステムの総合ソフ ト

ウェアをはじめとして,重 点的に調査研究を行な うほ

か,漢 字情報処理システムなど緊急性の高い調査研究

事項についても必要に応じとりあげることに し て い

る。

また,今 後の課題のところで述べ るように各省庁間

でみ られたシステム間の調整不足についても,こ の調

査研究費を有効に活用することを検討している。

{2)コンピュータの有効利用の推進

各省庁のコンピュータ利用の実態を的確に把握し,

施策を速やかに講ずるために従来か ら実施してきたコ

ンピュ・一夕基本調査を充実するとともに昭和47年度か

ら整備してきている各省庁 コンピュータ台帳を更新す

る。その一つ としてハー ドウェア中心のそれからソフ

トウェア(た とえばデータの情報やその記録媒体の書

式など)に 関する情報を付加する予定である。

各省庁が共同で利用できる情報処理システムについ

て調査研究するため,昭 和48年 度で675万 円の予算が

計上され,現 在の各省庁の委託方式や低稼動をカバー

するセンターとしての機能を保有し得るかどうか,そ

の必要性について調査研究を行なう。

コンピュータの効率評価のシステムとしては,SC

ERTやSCORING-MODELな どが開発 されている

が,こ れらは主 としてコンピュータの導入,シ ステム

の開発,既 存システムの技術評価が中心であり,行 政

機関という特殊な管理上の効果についてはあま り触れ

ていない。そこで本省庁一出先機関を通じて,一 環し

た行政事務の流れのプロセスにおいて,コ ンピュータ

がどのように活用 されているか,そ の経済性と効果性

について一つの指針を検討する予定である。

データコー ドの標準化については,個 人コー ドの調

査研究を実施してきナこが,JIS化 の必要のあるもの,

あるいは行政管理庁独自で処理しなければな らない も

のについて,そ の必要性 と緊急性を考慮して研究を行

な うことにしている。

その他各省庁の要員養成上,と くに不足している基

幹要員については,利 用技術研究会で もとり上げられ

たSE養 成のカリキュラムを参考 とするほか,行 政シ

ステムの分析がとくに必要となっている状 況 に て ら

し,ケ ーススタディの充実をはか り,統 一研修の質の

向上を行な う。

{3)情報処理に関する周辺問題の解決促進

当面の課題 としてデータの秘密保持,法 制制度の整

備等があげられるが,こ れらは短期間に解決をみると

いった ものでな く,地 道に1年 ごとの積み重ねが必要

であり,そ の意味で昭和48年 度においては,業 務の分

野を限定して,(た とえば統計)そ の実態を明 らかに

することを検討している。

地方公共団体とのデータの交換に伴 うドキュメンテ

ーションやデータフォーマットの標準化,統 一化に関

しては,各 省庁がそれぞれタテ割に自治体の各部門と
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結びついて独 自の処理を行なっている現状に即し,相

互のデータ流通の実態を調査する予定である。

{4}利用推進体制の整備

行政機関における情報処理を振興する体 制 とし て

は,フ ランスの情報代表やイギ リスのコンピュータ次

官補など各国とも強力な専任スタッフを擁 し て い る

が,わ が国の場合この面での整備に欠けるきらいがあ

った。

昭和48年度においては,行 政管理庁に新たに行政情

報処理上の諸方策を企画立案する専門職として調査官

が2各 定員化 されたので,各 省庁に対する支援活動を

はじめとして各種会議の調整を通 じて,推 進体制の整

備を図っていく方針である。

3.行 政機関におけるコンピュータの

有効利用とその問題点

ここに当面する若干の問題点を指摘する。

{1}稼動率が全般的に低 く,適 用業務に関するコンピュ

ータ導入の必要性の検討が不十分である。

全体的に稼動率が低く,稼 動時間のみが利用の効果

をはかる基準でないとして も,導 入に際しての採算性

の重視,外 部委託の活用 ・共同利用方式の採用など検

討を十分に行な う余地がある。

{2繰準化が十分に進んでおらず,デ ータ交換や利用技

術交流のあい路となっている。

標準化が必要な項目として,デ ータコー ド,プ ログ

ラム言語,ド キュメンテーシ ョン,共 通事務の処理方

式,共 通事務のプログラム,メ ッセージフォーマット,

入出力形式,磁 気テープ等の規格および機械コー ドな

どがあるが,そ の標準化は十分に行なわれているとは

いえない。

そのため,各 省庁間はもとよ り地方公共団体,民 間

等 とのデータ交換のあい路 とな っている。

(3)部局別にタテ割にコンピュ'一方タが導入 される傾向が

強 く,効 率的でない。

通常,各 省庁のコンピュータ導入は,業 務毎にタテ

割に導入が進め られていて,省 庁内部で調整が十分で

な く,利 用の互換性が確保 されていないなどの欠陥が

み られる。しかし,こ の点に関しては,近 年ハー ド,

ソフト両面か ら異機種間の互換性の確保が進められて

お り,省 庁によっては共同利用方式の採用や,シ ステ

ム開発部門による調整が次第に行なわれてきている。

(4}データ伝送網が各省庁で個々に設置され効率的でな

い。

昭和47年 度において,デ ータ伝送網をみると8省 庁

10シ ステムがあり,将 来計画があるものは20シ ステム

にのぼっている。

このように各省庁が,バ ラバラにデータ伝送網を設

置することは,政 府全体 としてみた場合,通 信回線や

データ収集装置に重複投資を生じ,非 効率である。

現在,各 省庁共用のデータ伝送網について行政管理

庁 と郵政省の共同研究の下に推進が図 られているが,

この構想 との調和を十分に行なわなければな らない。

㈲コンピュータ導入の効果が十分に行政に反映されて

いない面がある。

最近のコンピュータ台数の伸びは,主 として出先機

関の導入によるところが大 きいが,コ ンピュータやあ

るいは端末機を利用する出先機関 と本省庁 との間の事

務処理の方式には,標 準化が十分に進んでいない もの

やデータの処理が不十分で本省庁か らの照会に追われ

ているものや本省庁での集計結果が送付されない もの

や非常に遅延していてメリットの少ない もの が み ら

れ,機 械化の効果が発揮 されていない ものが多い。

㈲各省庁の情報システム間における全体的な調整の不

足がみられる。 ・

各省庁のシステム開発の計画は,昭 和47年 度で76シ

ステム,昭 和48年 度で87シ ステムにのぼり,公 害,交
し

通,医 療,生 活関連など社会問題 となっている各省庁

相互に関連するシステムが多 くなっている。しかし現

状では,こ れらは各省庁独自の立場で進め られ,開 発

の効果が全体にフィー ドバ ックされるに至 らないのが

実状である。
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■ 寄 稿 ■

昭和48年度情報処理関係施策

通商産業省情報処理に関する事業内容

通商産業省重工業局電子政策課

田 谷 廣 明

は じめに

1972年9月 末現在のJECCの コンピュータの実働状

況調査によると,わ が国のコンピュータの設 置 台 数 は

14,806台,設 置金額は1兆2,600億 に達した。また,こ

れを国産機 ・外国機の別でみると,ス トックでは国産機

が54.3%と 優位を占めているものの,フ ローでは,実 に

5年 ぶ りに50.6%と 外国機が国産機を上まわった。 これ

は,IBMの370シ リーズをはじめとするいわゆる3,5

世代機が本格的に出まわっていることによるものと思わ

れ,い わば機種交替の特徴 ともいえるが,こ こ数年間着

実にシェアーを拡大してきた国産機が厳しい試練にさら

されていることを如実に示すものといえよう。

この実働状況調査の発表と相前後して,円 の変動相場

制への移行が伝えられ,コ ンピュータ業界にまたひとつ

シ 。ックが加わった。 というのは,こ の変動相場制への

移行が,遠 か らず円の再切 り上げを招 くものとすれば,

輸入競争産業であるコンピュータ産業 も甚大な影響を受

けざるを得ないからである。

さらには,ま た,し ばらく小康を保っていたかに見え

た電子計算機の自由化問題が再燃しようとしている。電

子計算機の自由化については,46年 の7月 に,① 資本に

ついては3年 後自動的に自由化する。②輸入については

電算機関係輸入額の半分にあたる周辺装置の大部分を自

由化する。 との自由化措置の決定をした ものの,そ の後

数次にわたる日米通商交渉等で譲歩を余儀な くされ,技

術導入の自由化(49年7月),関 税率の一括10%引 き下げ

(本体15-13.5%,周 辺25-22.5%),輸 入制限の弾力

化等の措置が講じられている。今回は,資 本,輸 入の両

面で一段 と自由化を図ろうとするもので,ま だ結論は出

ていない ものの,こ の問題の前途は楽観を許さないよう

に思われる。

通産省では,従 来か ら一貫 して情報産業の健全な育成

とわが国の情報化の推進を政策目標として掲げてきてお

り,こ のような厳しい内外の環境のもとで,わ が国電子

計算機産業が健全な発展を遂げうるよう,昭 和47年 度か

ら,3.5世 代機種の開発のため 「電子計算機等開発促進

費補助金」の制度を設け,48年 度は,こ れを大幅に拡充

する等,そ の助成策を強化している。また,情 報化の推

進については,従 来から種々の施策を講 じてきたが,わ

が国経済の体質の変化に呼応して,情 報化の面でも方向

転換を図るべ くい くつかの施策が講じられている。すな

わち,今 までのわが国の情報化は,MISと いう言葉で

代表 されるような企業や産業の面での情報化であ り,こ

れは今までわが国企業の国際競争力の強化に少なか らず

貢献して きた ものの,今 後より一層の国民生活の質的充

実を図ってい くためには,今 までともすれば等閑視され

てきた,生 活や社会開発の面での情報化,す な わ ち,

SIS(SocialInformationSystem)の 開発が図られなけ

ればな らないとするものである。

このような方向転換の政策面での具体的な現れが,映

像情報システムの開発であり,医 療機器システムの開発

である。わが国の情報化やソフ トウェアの遅れの原因の

ひとつが,こ うした政府の先導的プロジェクトの不足に

あったことを考えあわせると,今 後の情報化推進施策の

主流は,こ うした国家の手にある大規模なプロジェクト

すなわちナシ ョナル ・プロジェクトに求められなければ

ならないだろ う。

48年度予算の大 きな流れとして,あ と指摘してお きi

いのは,デ ータ ・バンクへの指向と,情 報処理技術者の

σ

σ
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養成 ・確保の問題である。

データ・バンクについては,多 くの構想が出 され,い

まやシュトルム・ウント・ドランクの時代といえよう。

48年度予算では,新 たに中小企業情報センターと余暇情

報 センターの設立が認められた。

また,情 報処理技術者の養成 ・確保の問題 に つ い て

は,そ の重要性がつとに認識 されるところとな り,一 般

会計で新たに情報処理技術者の処理等に関する調査が認

められたほか税制面で,増 加試験研究費の税額控除制度

の拡充による情報処理技術者の研修経費の税額控除の制

度が新たに認められた。

このように,48年 度は,① 情報産業とくにコンピュー

タ産業の育成の強化,②MISか らSISへ と情報化の

方向転換,③ データ・バンクへの指向,④ 情報処理技術

者の養成問題の重視などのいうどりを加えつつも,さ ま

ざまの情報処理振興施策が講 じられている。

以下,簡 単にその概要を述べ ることにする。

電子計算機等開発促進費補助金の拡充

(単位 百万円)

■ 寄 稿 ■

(説明)3.5世 代機種に本格的に対抗することのでき

る新しいシリーズの電算機の開発に関し,集 約化なった

国産3グ ループに対して,そ の費用の50%を 補助する。

2.周 辺装置等開発促進費補助金
(単位 百万円)

項 目

周辺装置等開発促進費

補助金

48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

1,030 700 330

項 目
48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

電子計算機等開発促進

費補助金
11,943 5,213 6,730

1.電 子計算機新機種

開発促進費補助金
10,910 4,510 6,400

2.周 辺装置等開発促

進費補助金
1,030 700 330

・ 事務経費1・1・ ・

(説明)電 子計算機は,今 後のわが国経済社会の中枢

神経であり,ま た電子計算機産業は技術先端 産 業 で あ

り,か つ70年代わが国産業構造の担い手である知識集約

産業の中核であることにかんがみ,昨 年度に引 き続 き電

子計算等開発促進費補助金を交付する。

1.電 子計算機新機種開発促進費補助金

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

電子計算機新機種開発

促進費補助金
10,910 4,510

(説 明)周 辺装 置お よび端末機器(プ ロッタ,キ ャラ

クタ ・デ ィスプレイ,シ リアル ・プ リンター,OCR,

イ ン テ リジ ェン ト・ター ミナル,キ ー ツー磁気テープ装

置等)の 開発 を行な う国産電算機お よび周辺装置 メー カ

ーに対 し
,そ の費用の50%を 補 助す る。

技術開発 ・システム開発の推進

1.医 療機器 システムの開発
(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

医療機器システム開発

費
110 0 110

(説明)国 民生活の質的充実が叫ばれている今日,医

療サービスは,国 民のニーズが高まっているに もかかわ

らず,供 給が追いつかず,深 刻な社会問題 とな って い

る。

この解決を図るためには,現 代科学技術の先端である

コンピュータを中心 とする情報処理技術 と,近 年著しい

進歩をみつつある医用電子技術を活用した医療機器シス

テムの開発を図 り,医 療サービスの生産性の向上と地域

格差の是正を図る必要がある。'

このため,5～6ケ 年計画で3百 億円を投入 して離島

山村僻地の無医村等に医療サービスを提供するための機
ト

器 システムを開発 し,長 期の アセスメン トを経て完成 さ

せ る こと とす る。

48年 度においては,初 年度 として実態調査,シ ステム

計画,機 器の試作等 を行な うもの とする。
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■ 寄 稿 ■

2.映 像 情報 システムの開発
(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

映像情報システム開発

費補助金
220 (31) 189

(47年度31百万円は庁費)

(説明)近 年急速な技術進歩を遂げつつあるCATV,

ビデオ ・パッケージ等を技術的な基礎とし,こ れとコン

ピュータを組み合わせた映像情報システムは,CAIフ

ァクシ ミリ,TVシ 。ッピング等広汎なサービスを提供

できる機能を有 し,来 たるべ き情報化社会の日常生活に

大 きな影響を与えるものとして期待 されている。

このような映像システムは,生 活系全般にわたる総合

情報処理システムであるため,実 験タウンを設け,機 器

開発を含めたシステム全体の開発や利用者の具体的 ・定

量的ニーズの把握を行な うとともに,技 術的な信頼性に

関し実際のオペレーションを実施しつつ実験することが

必要である。

このため,47年 度に引 き続き,映 像情報システムの設

計,機 器の設計,試 作等を行な うもの とする。

3.自 動車総合管制技術の開発

(単位 百万円)

4.パ ター ン情報処理 システ ムの開発

(単位 百万円)

48年 度 比 較
項 目 予 算 額 前 年 度 増 △ 減

パターン情報処理 シス

テム研究開発費

(大 型 プ ロ ジ ェ ク トの 1,627 1,071 556

内枠)

(説明)国 産電子計算機の国際競争力を強化するとと

もに,情 報処理の高度化の要請にこたえるため,情 報処

理関連技術をさらに研究開発する必要がある。

このため,41年 度以来推進してきt超 高性能電子計算

機の開発に引き続 き,46年 度か ら文字,図 形,物 体の形

状,音 声などのいわゆるパターン情報をそのまま入力,

認識,処 理できる新しい世代の電子計算機 として,パ タ

ーン情報処理システムの研究開発を行なってお り,48年

度においては,こ れを拡充し引 き続 きその開発を促進す

る。

5.総 合調査研究の推進
(単位 百万円)

項 目

48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

総合調査研究費 50 0 50

48年 度 比 較
項 目 予 算 額 前 年 度 増 △ 減

自動車総合管制技術研

究開発費

(大 型 プ ロ ジ ェク トの
200 0 200

内枠)

(説明)都 市における自動車の過密化がもたらした交

通混雑,渋 滞を回避ないしは緩和し,さ らにはそれ らに

起因する交通事故や大気汚染を防除することを目的とし

て,走 行中の個々の自動車に,最 適走行経路などの道路

情報を伝達することを可能とするシステム(通 信機と電

子計算機が主体 となる)の 開発を48年度 より5カ 年計画

(総額50億 円)で 行なう。

(説明)経 済社会の高密度化,複 雑化に伴 って,政 府

においても民間においても,多 面的な頭脳を動員したシ

ステム的アプローチによる総合的な研究開発の必要性が

増大しており,シ ンクタンクへの期待 も急速に高まりつ

つある。 このため昭和46年 度か ら各省協力の もと総合研

究開発調査を行なってお り,こ のうち通産省はとくに民

間シンクタンクの育成 ・評価,人 材養成を目的として民

間シンクタンクに政府プロジェクトの委託発注を行なっ

てきた。48年 度は,総 合調査研究費により,引 き続 き,

民間シンクタンクの活用,育 成を図ることとする。

τ 電子技術海外動向調査

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

電子技術海外動向調査

費 9 9 0
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■ 寄 稿 ■

(説明)電 子技術海外動向調査の第五年度 として 「バ

イオニクス」を採 り上げ,主 として米国の技術開発動向

を海外の調査専門機関に委託して調査する。

8.各 省庁共通電子計算機利用技術の研究開発

(単位 百万円)

項 目

各省庁共通電子計算機

利用技術の研究開発

48年 度

予 算 額

54

前 年 度

44

比 較

増 △ 減

10

(説明)人 事オンライン,統 計デ ー タ出 力,物 品計

画 統計データ・マネジメント,文 字情報処理及びデー

タコー ドテーブルに関する各省庁共通システムの開発等

のほか,前 年度に引き続 き研修生1名 を海外 に派 遣 す

る。

9.情 報処理標準化推進

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

情報処理標準化の推進 13 11 2

(説明)工 業標準化施策の一環として,NC用 プログ

ラ ミング言語等情報処理関係の標準化を推進する。

情報処理振興事業協会の助成等の大幅拡充

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

一
,情 報処理振興事業

協会の助成

1.出 資

2.補 助金

785820

0450

785370

△35

△450

4!5

二,情 報処理振興金融

措置の拡充(金 融

債引受)

14,500

(説明)ソ フ トウェアの開発および流通の促進,情 報

処理サービス菜箸の育成に関する事業を実施することに

より,情 報処理の振興を図ることを目的 とした 「情報処

理振興事業協会」が昭和45年10月1日 に設立 されたが,

今後の情報化の一層の発展に対応して,さ らに協会に対

する助成措置および 「情報処理振興金融措置」を拡充す

る 。

(1}情 報処理振興事業協会振興業務

48年度補助7.89億 円

主 として先進的汎用プログラムの委託開発,買 上げ

および貸付に要する経費について補助する。

② 情報処理振興金融措置

情報処理振興金融措置は,資 金運用部の金融債引受

を見返 りとして,長 信3行 が融資を行な うもので,

その対象は,次 のとお りである。

① 情報処理サービス業者等の電子計算機導入,プ ロ

グラム開発,情 報処理技術者の教育その他その業務

の高度化に必要な資金

② 一般企業等のプログラム開発および情報処理技術

者の教育に必要な資金

日本電子計算機(株)に 対する開銀融資等

1.日 本電子計算機㈱に対する開銀融資

(単位 百万円)

項 目 48年 度 前 年 度
比 較

増 △ 減

日本電子計算機㈱のレ

ンタル資金の確保のた

めの開銀融資

11,500 20,000 △8,500

(説明)電 子計算機の販売はその大半をレンタル制に

よっているので,そ の膨大な販売資金負担を軽減し,国

産電子計算機メーカーの育成を図るtめ,昭 和36年 に発

足した日本電子計算機㈱に対 し重点的に開銀資金を投入

することによりレンタル資金の確保を行なってきたが,

IBMを 中心 とする外国電子計算機 メーカーの攻勢はま

すます高まっている。

このような状況に対処して,情 報処理の急速な進展に

より拡大するコンピュータ市場における国産コンピュー

タの定着を図るとともに,国 産電子計算機メーカーの企
し

業体質を強化するため,引 き続 き国産電子計算機の一元

的レンタル機関である日本電子計算機㈱に対して政府資

金の供給を行な う。
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2.構 造改善のための開銀融資
(単位 百万円)

項 目

構造改善(電 子計算機

産業)

48年 度

1,500

前 年 度

1,500

較

減△

此

増

0

(説明)電 子計算機産業の国際競争力を強 化 す る た

め,国 産メーカー-6社 は昨年秋業務提携により体制整備

の第一歩をふみ出してお り,こ れを促進するため体制整

備を実施しているメーカーに対 して引 き続 き設備投資資

金の供給を行な う。

3.ソ フ トウェア開発のための開銀融資

(単位 百万円)

機械工業の生産の合理化,新 技術の企業化等を促進する

ため,そ の設備資金につ き開銀融資を行な う。

情報化促進のための基盤整備

1.情 報処理実態調査および普及促進

(1)情 報処理実態調査

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

情報処理実態調査費 8 5 3

項 目 48年 度 前 年 度
比 較

増 △ 減

ソフ トウェア開発(そ

の他の内枠)
2,500 2,500 0

(説明)電 子計算機メーカーおよびソフ トウェア企業

に対 し,そ れらがソフ トウェア開発および情報処理技術

者の教育,研 修のために取得する電子計算機,建 物,土

地,お よび教育,研 修施設な らびにそれらの付帯設備等

につき融資を行なう。

4.オ ンラ・fン化促進のための開銀融資

(単位 百万円)

(説明)今 日,急 速に変化 しつつあるわが国情報処理

の実態を継続的かつ体系的に把握 し,こ れに基づいて情

報処理振興施策の拡充等 を行な うため,情 報処理調査を

引 き続 き実施する。

(2}情 報産業動向調査

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

情報産業調査費 1 1 0

項 目 48年 度 前 年 度
比 較

増 △ 減

・・… 化雛IL…1… 500

(説明)通 信回線の開放に伴い,オ ンライン情報処理

の急速な振興を図るテこめ,一 般企業等がオンライン情報

処理システムを導入するのに必要な設備資金の融資を行

な う。

5.機 電法に基づ く開銀融資

(単位 百万円)

(説明)情 報処理サービス業およびソフトウェア業の

成長パターンや,そ の景気動向 との関係を解明し,知 識

集約産業の振興施策の確立等に資するため,四 半期毎に

情報産業動向調査を実施する。

(3)情 報 化 ・システ ム化調査

(単位 百万円)

項 目 48年 度 前 年 度
比 較

増 △ 減

機電法に基づく開銀融

資
8,500 11,000 △2,500

(説明)特 定電子工業及び特定機械工業振興臨時措置

法(略 称 「機電法」)に 基づき,特定電子工業及び特定

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

情報化 ・システム化調

査費
4 4 0

(説明)通 信回線の民間開放に伴い,一 層その普及が

期待 されている情報ネットワークについて,そ の形成を

促進するkめ,不 動産情報ネットワークなど5テ ーマに

ついて将来の情報ネットワークの望ましい姿について調

査研究し,そ のガイ ドラインを示す とともに新都市交通

システムなど3テ ーマについて産業活動のシステム化の

実情について調査研究する。

一14-一

げ

■



●

●

ノ1PDEC
]ジ ャー ナ ル

き

■ 寄 稿 ■

2.電 子計算機の納入,下 取統計調査

(単位 百万円)

項 目

電子計算機の納入,下

取統計調査

48年 度

予 算 額

4

前 年 度

0

比 較

増 △ 減

4

(説明)電 子計算機市場の動向を適確かつ迅速に把握

し,景 気の変動 との関連,内 外電算機の納入動向等 を明

らかにするため,48年 度 より新たにメーカー,商 社を対

象に納入,下 取調査を実施する。

け,プ ログ ラムの円滑 な流 通を促 進するため,48年 度 に

おいて も引 き続 きコン ピュータ ・ユーザ等が保有 してい

るプ ログ ラムの うち,と くに円滑 な流 通を図る必要 があ

ると認め られ るプ ログ ラムを収録 したプ ログ ラム調査簿

を作成 し,こ れを一般 の閲覧 に供 す ることとする。

(2}ソ フ トウ ェアの法的保護

(単位 百万円)

3.情 報処理技術者の育成 ・確保

(1)情 報処理技術者試験の実施

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

情報処理技術者試験実

施費
34 33 1

(説明)情 報処理の発展の中核的役割を果たす人材を

確保 し,さ らにその質的な向上を図るため,シ ステム ・

エンジニアやプログラマー等を対象 とした情報処理技術

者試験を引き続 き実施する。

② 情報処理技術者の処遇等に関する調査

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

情報処理技術者の処遇

等に関する調査
1 0 ]

(説明)情 報処理技術者の高年令化の問題,昼 夜二交

代制等,労 務管理の問題,キ ャリアパスを含む企業内の

スキルズインベン トリーについて委託調査を実施する。

4.ソ フ トウェアの流通基盤の整備

ω プログラム調査簿の作成

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

ソフ トウェアの法的保

護に関する調査研究
1 1 0

'

(説明)ソ フ トウェアの流通を促進してい くた め に

は,プ ログラムの所有者の権利を何 らかの形で保護する

ことが不可欠であり,こ のような観点か ら48年度におい

て も,ソ フ トウェア法的保護調査委員会で引 き続 きソフ

トウェアの流通の促進を図るための法的保護の手段につ

いて検討を進めてい くこととする。

5.情 報処理サービス企業等台帳の作成

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

情報処理サービス企業

等台帳作成費
1 1 0

(説明)情 報処理サービス企業等の機密保持の実態等

を明 らかにした台帳を作成し,ユ ーザの閲覧に供するこ

とにより,そ の外注先の選択を容易にすることともに,

業界全体の機密保持の水準向上を図る。

6.情 報化週間の実施

、(単位 百万円)

項 目

48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

情報化週間実施費 v1
1 0

項 目
48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

プログラム調査簿作成

事務費
2 2 0

(説明)プ ログラムに対する重複投資をで きるだけ避

(説明)情 報化社会への円滑な発展を図ってい くため

には,わ が国情報処理の高度化を促進しつつ,こ れと併

行して国民の理解 と関心を深め,情 報化の進展に即応 し

た正しい知識を普及させてい くことが必要不 可 欠 で あ

る。 このため,47年 度か ら毎年情報化週間を実施するこ

ととなったが,48年 度においても情報処理に関する各種
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の行事を集中的に開催し,そ の充実を図る。

7.経 営情報化指標の作成

(単位 百万円)

(単位 百万円)

項 目

48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

項

経営情報化指標作成費 1

日

中小企業振興事業団情

報機能の拡充

48年 度

予 算 額

144

前 年 度

67

比 較

増 △ 減

0 1

77

(説明)産 業の情報化の進展を図るため,従 来の各種

経営指標に加えて,情 報化時代に即応した新しい経営の

革新度を示す経営情報化指標を作成することとし,毎 年

経営情報化進展度調査を実施する。

8.(財)日 本特許情報センター一}c対する補助

(単位 百万円)

(説明)中 小企業に対する情報サービス事業を拡充,

強化し,大 企業 との情報化格差の解消を図るため,中 小

企業振興事業団のなかに,中 小企業情報センターを設立

し,情 報提供システムの基本設計,情 報所在調査,中 小

企業の経営動向,成 長条件,需 要動向等の調査等を実施

するとともに,情 報提供サービスを行な う。

48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

② 技術情報室の設置

項 目

(財)日 本特許情報セ

ンター補助費 33 33 0

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

技術情報室の設置 32 0 23

(説明)(財)日 本特許情報センターは,内 外の特許

情報を予め電算機にインプットしておき,要 求に応 じて

迅速かつ的確に,特 許情報を検索し,提 供することを主

たる業務 とするものである。48年 度においては,引 き続

き特許情報の検索システムの開発費を補助する。

9,余 暇情報センターの設立

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

余暇情報センター設置

事業調査
42 0 42

(説明)国 民のゆたかな余暇を実施するため,余 暇情

報センターを設立することにより,余 暇ファシリティ,

コ ミュニティに関する膨大な情報を国民が身近に利用で

き,個 々人の欲求 と条件に合致した余暇活動を実現 しう

る基礎を形成する。

中小企業情報化の促進

1.情 報提供事業の強化

ω 中小企業情報センターの設立

(説明)技 術情報の円滑な提供を図るため,準 備の進

んでいる都道府県か ら順次技術情報室を設置することと

し,そ のための施設費事業費について,補 助を行な う。

{3)中 小企業団体中央会関係の情報化

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

中小企業団体情報連絡

員の設置補助
12 012

(説明)有 効かつ的確な情報収集を図るため,中 小企

業団体中央会に情報連絡員を置 くこととし,そ の経費補

助を行な う。

2.情 報処理の指導

(単位 百万円)

項 目

48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

情報処理指導事業費 16 64 1

(説明)生 産管理及び販売管理に関する業種別の中小

企業向け標準経営情報処理システムの開発(2テ ーマ)

および中小企業の診断指導事業の効率化 と資質の向上を

図るための電算機利用による診断システムの開発(1テ
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一マ)を 行なうとともに,都 道府県が行な う中小企業の

情報処理指導に対して補助を行な う。

3.情 報処理指導担当者等の研修

(単位 百万円)

に,政 策情 報システムの開発等 を行な う。

情報処理振興税制の拡充

1.電 子計算機買戻損失準備金制度の延長

項 目

情報処理指導担当者等

研修費

48年 度

予 算 額

8

前 年 度

8

比 較

増 △ 減

0

(説明)管 理者,経 営情報処理指導担当者等を対象と

する研修を行な う。

4.小 規模事業者の情報化

(単位 百万円)

電子計算機買戻損失準備金制度を3年 間延長する

●

項 目
48年 度

予 算 額 前 年 度
比 較

増 △ 減

小規模事業者の情報化 42 11 31

(説明)小 規模事業者を対象 とする記帳代行制度の機械

化を図るナこめ,前 年度に引 き続 き静岡県をモデル地区と

して,端 末機120台 を設置して調査を行な う。

(説明)電 子計算機の技術革新は,近 年ますますその

速度を早めてお り,3.5世 代機種の登場により,機 種交

代のときを迎えつつある。 さらに電子計算機の資本 ・技

術の自由化の時期 も迫 ってお り,外 資企業の営業活動も

一段 と活発化し,レ ンタルバ ックも急増し,メ ーカーの

買戻損失 も増大することが予想される。このような状況

にかんがみ,今 後 ともわが国電子計算機産業の健全な育

成を図るため,電 子計算機買戻損失準備金制度を3年 間

延長する。

2.情 報処理技術者教育経費の税額控除制度

増加試験研究費の税額控除制度の拡充により,

処理技術者の研修経費の税額控除を図る。

高度な情報

行政情報処理の推進

(単位 百万円)

項 目
48年 度

予 算 額
前 年 度

比 較

増 △ 減

行政情報処理の推進 1,4711,15 312

(説明)省 内用電子計算機による各種業務の情報処理

の推進およびタイムシェアリングシステムの拡充,オ ン

ライン端末装置その他周辺機器の拡充等を行な うととも

(説明)経 済社会の情報化が急速に進展するなかで,

情報処理技術者の確保が緊急の課題 となって きている。

国 として も企業の情報処理技術者育成のための教育投資

に対する負担の軽減を図ることにより,情 報処理技術者

の供給を促進し,産 業の知識集約化を推進する必要があ

る。 このためS・E,プ ログラマー等の情報処理技術者

を養成するための教育,研 修を実施している企業につい

て,そ れ らの教育,研 修に要した経費の増加分の一定割

合を税額控除することとする。
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昭和48年度情報処理関係施策

郵政省情報処理に関する事業内容

郵政省電気通信参事官

三 浦 一 郎

は しがき

郵政省は,こ れまでデータ通信に関する制度の樹立を

はじめとして,日 本電信電話公社(以 下 「電電公社」 と

い う)お よび国際電信電話株 第1図

式会社(以 下 「国際電電」 と

い う)に 対する行政監督など

を通して,わ が国の情報処理

の健全な発展を図るべ く数々

の施策を講じてきたが,こ こ

では,現 在,郵 政省および電

電公社のすすめているプロジ

ェクトのうち主要な ものにつ

いてその概略を紹介したい。

1.行 政 情報 通信

ネ ッ トワー ク

1-2ネ ッ トワークの特徴

この ネ ッ トワー クの細部に関す ることは紙数 の制 約 も

あり述べることはできないが,特 徴として,他 の通信ネf

ッ トワー クにみ られな いユ ニー クな機 能 を もってい る。

行政情報通信ネットワーク構成図

1-1ネ ッ トワー クの 目的

行政情報通信 ネ ッ トワー ク(Administrative

InformationCommunicationNetwork)と は,

これは,ぼ う大 化しつつ ある行政事務 を能率的か

つ迅速 に遂 行してい くため,各 省庁が共用 のシス

テムを設置 して効率的な ネ ットワー クを形 成 しよ

うとす る もので あ り,各 省庁が共同利用する汎 用

行政情報通信網で ある。(第1図,第2図 参照)

昭 和46年 度 か ら郵政省 と行政管理庁は,共 同し

て この よ うな ネ ッ トワーク ・システムを準備する

ための調査研究 を進 めて きたが,行 政情 報流通実

態調査 を終 え基本設計の作成段階に きてい る。

図 中 央 セ ン タ

◎ プ○ クセンター

○ 県 セ

端 末(ぞ ↑ 略)

第2図 行政情報通信網概念図

嘲
圏

行政情報通信網 物心
…ヨシ,v ＼' 、'

、

隔 地、,.,ナ.
A省 情報 システム

OO 馨1竃

ぎ、省中起_ノ

熟 二、ヴ

び
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(1)デ ー タ伝送,フ ァクシ ミリ伝送お よび電話の3つ

の機能の総合化

フ ァクシ ミリをデ ィジタル信号化す ることに よ り,デ

ー タ伝送 とフ ァクシ ミリ伝送 を共用可能な もの とし
,運

用 上時間または使用状況 に応 じて相互乗入れをはか ると

か,電 話を昼 間,フ ァクシ ミリを夜間に使用す るとい う

よ うに3つ の機能 を相互 に関連づ けた もので ある。

あて先 機関 コー ド,サ ー ビス要求項 目等3つ の機能に

共通 す るソフ ト的部分は全て同一の形態 を保 つ よ うに

し,ユ ーザの便が図 られ る。

(2)多 様 なサ・一－tfス機能

同時処理,優 先取扱い,代 行受信等 行政 にお ける情報

の需要に応 じたサー ビスが組 み こまれている。

(3)夜 間 使用 を前提

第7表 標 準 デ ー タ 端 末 仕 様 案(%)

キ ー ボ ー ド プ リ ン タ
キ ャ ラ ク タ

デfス プ レ イ
備 考区

分

機種

速項目
100 200 1200 2400 2400

通 信 方 式 半二重通信
'ト二 重/全 二 重

半一二重/全 一二重 半二重/全 二重 半:重/全 二重

データ信号速度 100bit/s

(600字/分)

200bit/s

(1200字/分)

1200bit/s

(7200字/分)

2400bit/s

(14400字/分)

2400bit/s

(14400'}:/分)

使 用 コ ー ド
JIS7ピ ッ トコ ー ド

十 パ リ テ ィ ビ ッ ト
〃 〃 〃 〃

誤 り 制 御 CRC 〃 〃 〃 〃

誤1)訂 正 処理 自動再送訂正方式 〃 〃 〃 〃

伝 送 制 御 ハ イ レベ ル 〃 〃 〃 〃

自動送信機能 × ○ ○ ○ ○

自動受信機能 × ○ ○ ○ ○

同 期 方 式 SYN同 期 〃 〃 〃 〃

標 準 デ ー タ 端 末 仕 様 案(%)

機種

速
項 目 度

キ ー ボ ー ト プ リ ン タ
キ ャラ クタ

デ ィスプレイ
備 考バ

分 100 200 1200 2400 3400

入

出

力

機

器

キ

ー

ボ

ー

ド

キー配列打けん JIS事 務機械配列 〃 〃 〃 〃

入 力 字 数
英字,数 字,カ ナ

記 号 の128字
〃 〃 〃 〃

打 け ん 速 度 600字/分 ま で 800字/分 まで 〃 〃 〃

プ

リ
ン

タ

印 字 数
英 字,数 字,カ ナ

記 号 の128字
〃 〃 〃 "

,

1行 印 字 数 80字 120字 120字 120字 80字

デプ

イレ

ス イ

表示文字の総数 ＼ 、L 、
、＼

＼
へ
＼i 、＼

、一
＼ 」LL- 、

＼

2048字 以 下
、

表示文字の種類 ＼ ＼ 、～

＼ 128字+グ ラ

フ 記号 数 種

1チ

τT
/プ
,ぐ

入 出 力 テ ー プ 8単 位 紙 テー プ " 〃 〃 ＼
動 作 監 視

フ ィ ー ドチ ェ ッ ク

テ ー プ ア ウ ト
〃 〃 〃 ＼

カ(

|付

ド加
リ装

1置
ダ)

読 取 方 式 光電読取り 〃' ∫' ＼
読 取 速 度 150枚/分 〃 〃 ＼
ホ ッ パ 容 積 1000枚 〃 〃 ＼
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第2表 標 準 フ ァ ク シ ミ リ 端 末 仕 様 案

高 速 フ ァ ク ス 端 末 低 速 フ ァ ク ス 端 末 備 考

総

合

原 稿 サ イ ズ
、

B5判/B4判 B5判/B4判

走 査 線 密 度 5本/㎜ 5本/㎜

同 期 ノ∫ 式 伝 送 同 期 独 立1司 期

伝 送 時 間
(B4判 用 紙)

30秒 以 内 10分 程 度

∪

丞

.
,
97、戊イ

自 動 送 信 O ○ 付 加 装 置
により可能

走 査 ノ∫ 式
オプ テ ィカル フ ァ イバ ー
に よ る'F面 走 査 機械的'F面 走査

自 動 給 紙 100枚 一

自 動 受 信 ○ ○

記 録 方 式 電r写 真 記 録 静 電 記 録

記 録 紙 の 大 き さ 210m皿 ×120m 210㎜ ×120m

回線の使用効率上か ら夜間 も使用しうるよう,自 動送

受信可能な端末機 とセンター設備を備えることとし,翌

日配信等のナこめに蓄積機能 も有する。

(4)異 速度端末間の相互通信が可能

標準端末装置を用いることにより異速度端末間の相互

通信を可能 とする。

(5)ブ ラックボックス化

データ内容の加工処理,結 集は一切行なわれず各省庁

システムにまかされる。

{6}経 済性のあるオンライン処理

各省庁共用の網をつか うので,全 国的な規模のオンラ

イン処理 も安 くでき,か つ直流の信号方式に もつかえる

のでモデムが不要 とな り著しく経費節減 となる。

1-3端 末装置

通信内容による区分 としては,デ ータ伝送端末,フ ァ

クシ ミリ端末,電 話端末の3種 があり,仕 様面から見る

と,標 準端末と特定端末の2種 がある。 標準端末 とは

AICONの 機能を十分活用できるように設計した推奨

端末であり,特 定端末とは伝送制御手順等の技術基準に

合致すれば新規の端末で も既存の端末でもAICONに

接続できるものである。

次に各種の端末装置をみていくことにする。

(1)デ ータ伝送端末装置

θ 標準端末

標準端末の仕様案は第1表 に示 される。 この標準端末

は,今 後利用者の動向,技 術の進歩をみながら新たな機

種を追加していこくとになる。

(イ)AICONの 技術基準に合致しさえすれば標準端

末以外のテレタイプ端末,オ ンライン端末,マ ーク

シー トリーダー,漢 字入出力装置,磁 気テープ装置

などの端末を設置できる。

② ファクシミリ端末

θ 標準端末

ファクシミリ標準端末の仕様案は第2表 に示されると

うり低速ファクシ ミリ端末 と高速ファクシミリ端末の2

種がある。

(イ)特 定端末

技術基準に合致すれば特定端末を設置できる。

(3)電 話端末

電話端末は電電公社の加入電話網の自動交換局に直接

接続できる現在および将来の端末をすべてAICONに

収容可能 とする。

1-4回 線

電電公社の専用回線による既存網がAICONと 競合

する地域にあるものは,で きるだけAICONに 収容替

えを行なうこととする。私設網は特にメリットがないか

ぎりAICONへ の収容替えをしない。AICONの 電

話網,フ ァクシ ミリ伝送網と電電公社の公衆通信網との

接続はできないが,AICONの データ伝送網と電電公

社の公衆通信網との接続はできる場合 もありうる。 これ

一20-一
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らの関係は第3表 に示 される。

第3表AICONと 既存網との関係

既 存 網

AICON

収 容 替 接 続

|

専用網私設網朝」綿 綿 公酬

デ ー タ 伝 送 網 ○ × ・10・

・・ク… 伝送⇒ 〇 十 〇 〇 ・

電 話 ⇒ 司 ・ ○ ○ ・

2.電 電公社 のDIPS-1計 画

2-1概 要

今 後予想 され る情報 サー ビスの質の向上 と量の拡大に

備 え,多 彩なオン ライ ンサー ビスをよ り多 くの人 に,よ

り経済的に提供 す るナこめ,電 電公社 では,昭 和43年 度 か

ら標準型情報処理 システムを実用化 するDIPS-1(Den-

denkoshaInformationProcessingSystem)計 画 に着手

し,現 在ほぼ完成 の段階 にはいろ うとしてい る。

DIPS-1計 画 は,電 電公社電 気通信研究所が もつ

電子計算機 に関す る経験の蓄積 と,工 業技術院の 「超高

性能電子 計算機」 プ ロジ ェク トで開発 された成果お よび

民間電子 計算機 メーカーの 技術力な どわが 国の電子計算

機 開発力 の全 てが結集 されてい る。

2-2こ れ までの経過

DIPS-1計 画 は,主 と

して共同利用情報 処理 システ

ムの研究 を目的 として,ソ フ

トウェア技術の方 式実験 を行

な ったDIPS-O計 画 を基

礎 にお き,昭 和45年5月 か ら

電気 通信研究所 と民間電子計

算機 メー カー3社 との共同研

究体制 によ り実用化 を開始 し

t。46年8月 に,電 気通信研

究所 内に実験用 として3シ スDIPS -1F

テ ム のDIPS-1L八 一 ドウ1010s

1030S
エア を設置 し,現 在 これに よ103 -100S

り1030Sを 使 ってソフ トウ

エアの製造をお こな ってい る。 また現場試験用のDIP

S-1Fの シス テムも完成 し,そ の うち1シ ステムを芝 電

話局内に設置 して現場 試験 を行 な ってい る。

DIPS-1開 発 経過は第4表 の示す とお りであ る。

2-3シ ス テムの特徴

(1)マ ル チ プロセッサ方式 とフ ェイル ソフ ト

信頼性 と処 理能力の向上を特 に重 視して2～4台 の論

理装置を使 用す るマルチプ ロセ ッサ方式 を採 用 し て お

り,す べ ての部分 装置はそれぞれ複数個備 え られ,あ る

装置が故障 して も全体 の処理能 力は低下す るがサー ビス

は維持 され るフェイル ソフ ト方式が採用 されてい る。

② ソフ トウェアのπ換性

(3)ビ ル デ ィングブ ロック方式

この システ ムのハー ドウェアは ビル デ ィングブ ロック

方式 を採用 してい るので,処 理容量の小 さい ものか ら非

常に大 きい ものまでに使 え るシステムを構成す ることが

で きる。

(4)論 理 装 置の処理能力の向上

論 理装置にIC論 理 回路 技術 を導入す るこ とに よ り,

平均 命令 実行時間は約630ナ ノ秒 とな っている。

㈲ ロー カル メモ リと大容量記憶 装置

論理装置にLSIを 使 用 した高速の ロー カル メモ リを

第4表DlPS-1開 発経過

年 度

項 目
44

「ll
45
111

46
111

47
1「1

48
111

49
111

総 合 線 表

DIPS・1

共同研究

開始

Y

PDS

稼動開始
▼

DIPS・1L

稼動開始
▼

DIPS・1F

現場試験

開始
▼

拡張形科学

技術計算サー ビス

開始予定
▼

ハ ー ド ウ ェ ア

設計要項完

1▼ ♪

`一 一 一 ●

検討 設計製造 運転 ・保守

ソ フ ト ウ ェ ア

オペ レー テ ィン グ

シ ステム

応 用 プ ロ グ ラム

`

PDS

運転

開始

▼

1010S1030Sユ03・100S

運転 運転 運転

開始 開始 開始
▼ ▼ ▼

一 一 一 頃

一 一 一 ●|

設計製造 運転

設計製造 運転

DIPS-1L:所 内実験用 システム

現場試験用 システム

プ ログラム開発用 オペ レーテ ィングシステム

標準形 オペ レー テ ィング システム(デ ュプ レックス方式用)

拡 張形科学 技術 計算サー ビス用 オペ レーテ ィングシステム

(デ ュプ レック ス方式用)
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持 たせ,通 常,情 報は ローカル メモ リか らと り出 し,ロ

ー カル メモ リにない情報は比較的低速の大容量記憶装 置

か らもって くる方式 を採用 してお り,こ れに よ り等価 的

に高速大容量 の記憶装置が接続 され たの と同 じ効果が経

済的にえ られ る。大容量記憶装 置は最大16メ ガバ イ トま

で システムに接続 で き,多 数の業務 を同 時処理 するのに

威力 を発揮す る。

⑥ ペー ジング方式 とページ ロー ド方式

記憶装置 に新 しい プログラムを格納す る際,記 憶装置

お よびプ ログラムの双方 をペー ジ単位(4キ ロバイ ト)

に 分割 し,記 憶装置 内にプ ログラム全部を収容す る空 ス

ペー スが あれば,こ れが連続 していな くて もプ ログ ラム

の格納がで きるよ うに したナこめ,記 憶 スペースが有効に

利用 で き,し か も空 スペースの待 ち時間が短縮 で きる。

またページ単位に分割 しナこ各プ ログ ラムをま とめて転

送 す るページ ロー ド方式 を採用 し,プ ログ ラムの転送 を

速 くしてい る。

{7}プ ロ グラムの モデ ュール化

ソフ トウェアは モデ ュール を単位に構成 されてお り,

サ ー ビス,処 理形態,運 転形式 に よ り必要 なモジ ュール

だけを組み合わせ ることに よ り,最 適 な ソフ トウェアシ

ステムを構成で き,容 易 にシステムを拡張 する ことがで

きる。

(8)DIPSI/Oイ ン タフェース

転送装置 と入 出力制御装置 との間の接続条件 を規 定 し

た入出カ インタフ エース として,工 業技術院が まとめた

1/0・fン 歩一フェース'69を 基 礎 として 「DIPSI/Oイ ン

ター フェース」 を新 たに作成 し,こ れに より製造会社に

関係な くフ ァイル記憶 装置や入 出力装置を接続 すること

がで きる。

{9}マ イ クロプ ログ ラム制御の通信制御装置

通信制御装置 自体にマイ クロプログ ラムを内蔵 させ,

電 子交換機 を中心 とす る各種の通信回線や,新 しい宅内

装置の出現に対 して,こ の マイ クロプ ログラムを追加変

更 する ことに よ り,容 易に,し か も経済的 に対応 させる

ことがで きる。

00プ ログラム言語

使 用で きる言語 はFORTRAN,COBOL,PL/1,

SYSL(シ ス テム製造用言語),ア センブ ラな どがあ る。

OD情 報転送能力の強化
,

オンラインシステムでは多数の利用者が同時に使用す
K

るため,フ ァイ ル記憶装置 と大容量記憶装置間の情報の

出し入れが頻繁になるナこめ,こ の間の転送をつか さどる

転送装置の能力を大 ぎくし,多 数のファイル記憶装置や

入出力装置が接続できるようにしている。

⑫ 障害処理

オンラインサービスのために,障 害処理の自動化,迅

速化をはか ってお り,と くにファイル内容の破壊防止の

ために仮空間方式と呼ぶ新しいバ ックアップ方式を採用 σト

している。

2-4サ ービス性能

DIPS-1は 市販で実用されて い る国産最大計算機

と比べて約3倍 の処理速度を持ち,会 話処理,リ アルタ

イム処理,一 括処理が同時に実行でき,し か もその処理

能力は科学技術計算サービスを例にとれば,会 話処理の

場合デュプレ ックス構成で200程 度までの利用者の同時

処理が可能であ り,昭 和48年 秋にこれまでのサービスを

より拡張した科学技術計算サービス(DEMOS-E)用 シ

ステムとして商用に供せられる予定である。

3.日 本電 信電話 公社 のナ シ ョナ ル ・プ ロ

ジェク ト

3-1概 要

国民福祉の向上が強 く叫ばれるようになっ て きた今

日,電 気通信が国民生活に密着した側面を持つことがあ

らためて見直されるようになり,そ のサービスを提供す

る側において も,高 度福祉社会の中での自らの位置づけ

を探 りっつある。日本電信電話公社がデータ通信に関す

るい くつかの大型プロジェクト開発の構想を推進してい

るの もそのあらわれ といえよう。

電電公社の このプロジェクトは,い ずれ も国民生活に

密接に関係する大規模なシステムの開発をめ ざ す もの

で,電 電公社はこれらをナショナル ・プロジェクトと称

してその開発のための組織(ナ ショナル ・プロジェクト

開発実行委員会)を 設置し取 り組んでいる。

わが国のデータ通信を健全に発展 させるためには,電

■
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電公社,国 際電電 と民 間の データ通信業 者が相携 えて そ

.の任に あた ることが望まれ,そ の ため電電公社は,公 共

性の強いシステ ム,全 国的ひろが りを もつシステム,開

発先導的 システ ムを中心 に提供 してい くことが要請 され

てい るが,ナ シ ョナル ・プ ロジ ェク トは この 要請 に合致

す る もの といい うるであろ う。

以下,こ の ナシ 。ナル ・プ ロジ ェク トの中か らい くつ

かの ものについてその概要を紹介する ことにす る。

3-2流 通 システム

流通近代化のためのデー タ通信 シス テムは,流 通部門

が複雑かつ零細な機構をかか えてい る事情を反 映 して,

生 産部 門に比べ るとかな りの立 ち遅れをみせてい る。 ま

ず,流 通取引の処理,管 理の ための システムとしては,

運 送業 や倉庫業 に係 わる物的流通 シ ス テ ム(運 送管理

等)が6シ ステ ム,卸 小売業 に係 わる商取引流通 システ

ム(販 売在庫管理等)が9シ ステ ムあ るが,そ の ほ とん

どが単一企業内部の合理化 のための小 規模 なシステムで

ある。 また,流 通情 報の収集 ・頒布の ための システム と

しては,東 京都 の農産物流通管理 システムが あるが内容

的には あま り進 んだ もの とはい えない。

電電公社は,す でに東京,大 阪等で販売在庫管理サー

ビスを実施 し,流 通部門 システム化の最大の ネ ックとな

ってい る各種 の標準 化に寄与 してい るが,さ らに トラッ

ク輸送 のためのシステム化の検討を終了 す るとと もに農

林省 か ら生鮮食料品情報サー ビスの引合 い もうけ,現 在

調査検討 中の段階 にある。流通 システ ムの うちで電電公

社 に期待 されるシステムは業界全体を コン トロールする

トータル ・システムで あるが,流 通システ ムの トー タル

化 には各種標準化の 問題,バ ラバ ラな商 慣習の存在等,

早 急には解決困難な問題が潜在 してい るだけに,さ しむ

き地域的,業 種的に限定 されたサブ ・システムか ら手 を

つ け,国 の流 通近代化施策 の浸透 とともに徐 々に その ビ

ル ド・アップをはか ってい く現実的な アプローチを とる

ことにな ると思われる。

3-3公 害 システム

公 害には,大 気汚染,水 質汚濁,騒 音,振 動,地 盤沈

下等 があ るが,現 在 データ通信 シス テムとして稼働 して

いるのは,大 気汚染観測 システムだ けで,東 京都,和 歌

山県などに約20数 システムある。公害システムは遠隔地

数地点に置かれた自動計測器で汚染の度合いを計測し,

これを通信回線センターでコンピュータへの伝送するの

を基本的形態 としているため,電 電公社が昭和42年度か

ら研究を進め,す でに技術的安定性が確認 されている自

動遠隔検針方式を,こ の分野に応用することが可能であ

る。すでに東京都下水道局から下水の水質汚濁度の測定

に この方式を利用しナこいとい う要請があり,実 施の方向

で検討している段階である。

公害システムは,現 在地域的に限定された小規模な も

のであるが,シ ステムの標準化とともに漸次,広 域的な

環境の維持,管 理を狙い とするものに発展 していくこと

が予想 されるので,各 方面 と連絡をとりつつ,地 方公共

団体によるシステム作 りに積極的に協力してい くことが

必要となるであろう。

3-4医 療システム

医療分野におけるコンピュータは40以 上の大学,病 院

等で事務管理あるいは病歴管理等に利用 されているが,

この うち構内オンラインのものが数システム散見される

程度で,デ ータ通信システムは現在の ところ他分野に比

較 して進んでいるとはいえない。しかし,機 械(ヒという

面で従来やや立 ち遅れを見せてきた医療分野においても

次の時代の新しい医療体系の確立をめざしたシステム化

の動きがようやく活発化の きざしをみせて きている。

電電公社は,関 東逓信病院における医療 システムの近

代化を通じて所要の技術開発を進めているほか,心 電図

伝送システムの開発を終え,日 本ME学 会,ペ ース ・メ

ーカー研究会の心電図伝送の全国的ネ ットワーク設置の

要請に対しても協力する運びとな っている。

3-5教 育システム

CAIに ついては,現 在関係各界において試験的な試

みが行なわれているが,そ の トータル ・システム化は実

際上,相 当困難であり,現 実的には地域毎,学 習科目毎

に限定 されたシステムか ら実現を図っていかねばならな

いと思われるが,電 電公社は情報処理分野において優れ

た技術資源,人 的資源を持つので,情 報処理技術者養成

のためのCAIシ ステムを重点的に取 り上げる必要があ

ると思われる。
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昭和48年度情報処理関係施策

電子計算機利用に関する技術研究会事業内容

通商産業省工業技術院総務部総務課

電子計算機利用技術開発室

村 里 利 明 ■

中央省庁に初めて電子計算機が導入 された昭和33年 以

降,そ の保有台数は毎年増加の一－tsをたどり,昭 和40年

65台,43年127台,46年 では185台 とな っている。

現在わが国の電子計算機保有台数はアメリカに次 ぎ約

1万1千 台を数えるに至 ってお り,こ の うち中央省庁の

設置台数の割合は約1.6%を 占めている。

特に中央省庁で目だつのは185台 の電子計算機の うち

約83%が 中型機および大型機によって占めていることで

ある。

また,電 子計算機諸経費(レ ンタル費,回 線使用費,

買取 り費,人 件費,消 耗品費,そ の他)の 推移 をみる

と,昭 和43年48億 円,44年64,3億 円,45年75,1億 円,46

年99.6ee円 と急激な増加を示している。

このように中央省庁における電子計算機導入促進はき

わめてめざましい ものがあり,特 に昭和43年8月 の閣議

決定に見 られるように行政を高度化し,合 理化するため

に電子計算機のよ り積極的な導入,利 用の必要性が認め

られるようになって以降,設 置台数,お よび電子計算機

諸経費の進展は顕著なものがある。

このように導入 された電子計算機の利用方面を見てみ

ると主に定形的業務管理および集計計算業務 に 利 用 さ

れ,次 に試験研究業務の順に使用 されている。分析業務

等の高度利用はごくわずかである。

このように中央省庁における電子計算機の利用は一部

を除いてまだ高度に使用 されてお らず,今 後の利用技術

の高度化を図る必要がある。

ところが,中 央省庁における電子計算機利用の高度化

を推進する上には,官 庁の業務が,政 策目的等複雑な事

業を多角的に取 り扱かう性格上,種 々の問題点がある。

その一つは,ポ テンシャルが概して低 く,か つ各省庁

間に格差があるということである。

即ち,現 在各省庁の電子計算機は前述のように主にル

ーチン業務に使用されており,政 策の立案や判断業務に

使用 されるまでには至っていない。

次の問題点は電子計算機を導入するにあたっての判断

基準なり経済効果なりの検討が十分になし得ないという

ことである。

第三の問題点は,各 省庁で同じような利用技術の開発

をするために同じような労力や出費が重複 してなされる

ことである。

第四にはデータの相互利用や機器使用の融通が,省 庁

間はおろか,同 一省庁内です らほとんどできない状況で

ある。

最後の問題点としては,将 来の問題であるが,全 国的

なネットワークのシステムが作 られて行 く場合,も し各

省庁がばらばらに回線を作るとしたらその重複投資は膨

大な ものとなるであろう。

このように官庁における電子計算機の高度利用を図る

ひ

♂
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ためには種々の問題点がある。

そこでこれらの問題点に対処するため,中 央省庁に,

電子計算機利用の技術的側面からみた諸問題に関する包

括的な調査研究体制を確立させる必要がある。

このための機関が電子計算機利用に関する技術研究会

(利用研)で ある。

利用研は43年8月 の閣議決定の調整段階における各省

庁の意向を受けて,通 産省で43年5月 「利用研の設置に

ついて」の省議決定において,工 業技術院に設置される

ことにな り,43年6月 に第1回 の会合を もって 発 足 し

た。

現在利用研は27省 庁の参加を得,3分 科会9研 究班を

置 き約270名 の委員,研 究員より構成されてお り,多 角

的に調査,研 究を行なっている。

その目的とするものは

①各省庁の電子計算機利用のポテンシャルの向上を

図ること

②新しい技術進歩に対する即応体制を確立させるこ

と

③利用技術の開発の重複を排し,効 率的にこれを行

なうこと

④標準化により互換性を確保すること

⑤高度の複合システムを樹立すること

である。

このような目的で設立された利用研はすでに5カ 年を

経過し,様 々の活動を行なって きた。

特にその活動の中心となるのは調査研究と,開 発研究

である。

具体的には44年度約1,200万 円,45年 度約2,200万 円,

46年 度約3,200万 円,47年 度約4,300円 予算処置を講じて

調査研究および政府省庁共通ソフトウェアの開発を行な

っている。

調査研究では

① 検索技術,入 出力システム等の研究

② 電子計算機の使用計画表,プ ログラム説明書管理

帳票の標準化に関する研究

③ データコー ドおよびオンラインシステムに関する

標準化案の作成および提言

④NIS(NationalInformationSystem),行 政 高度

化の ための ネッ トソー クシステ ム,政 府省庁 にお

けるオンライ ンシステ ムの考 え方等将来 の行政情

報処 理 システ ム(AIS)の あ り方 の研究

⑤ 政府省庁にお けるプ ログ ラム集,デ ータ集の作成

⑥ オペ レー ティ ング システ ムに関 する現状調査

等 のテーマを と りあげ着 々 とその成果 を上 げてい る。

開発研究 においては政府省庁共通 ソフ トウェアの開発

を44年 度 よ り開 始し,す でに 「人 事情 報処理 システム」の

うち 「給 与計算 サブシステム],「 人 事資料作成サブ シ

ステム」 「人事検索サブ シス テム」,「 人ll垢 卜画サブシ

ステム」,「 統計情報処理 システム」 の うち 「統 計集計

用 言語(COST)」,「 統 計解 析用 言語(STAGE

N」,「 デー タチ ェック ・サブシステ人」,お よび 「物品

管理 システム」の うち 「物品資料作成 サブ システム」,

「物品計画 サブシステム」 お よび 「OSの 評価実験用 プ

ログラム」 の開発が終了 してお り,こ れ らの開発成 果は

す でに数省庁において利 用に供 されている。

そ こで利用研 では過去5年 間の事業経過 を踏 まえ,電

子計算機の技術的進展 の動向を把握 し,さ らに利用 研組

織 を拡充 し,継 続 テーマの研究お よび,新 分野 の研究に

も着 手 したい。

そ して48年 度 には予算約5,300万 円 を計上 し,次 の事

業 を計 画してい る。

48年 度利 用研 事業 計画

{1)調 査 研究活動

(イ)情 報の通流 に関 する研究

情 報の流通 には印刷物,磁 気 テープ,オ ンライ ン等 が

考 え られるが,流 通機構,流 通の]三段(磁 気テープ,オ

ン ライン等),流 通に関す る制度的問題 デー タの標 準

化,ク リア リング機能等についての研究を行な う。

㈲ 情報お よび ソフ トウェアの価値 に関する研究

上記情報の流通において も情 報の価値,価 格が 問題 と

な ってい る。 そ こで情 報の価値 とは何 かを研究 する。 ま

た,ソ フ トウ ェアの共同利用を計 る場合 において もソフ

トウ ェアの価格が問題 とな ってい る。 そ こで情 報の価値

と合わせて ソフ トウェアの価格 についての研 究 を 行 な

う。

、
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内 データバン クおよびネ ッ トワー クに関す る研究

各省庁 において,統 計 データを中心 とす るデー タバ ン

クの研究が進 め られ てい るが,デ ー タバン クのあ り方,

省 庁 間ネ ッ トワークシステムの あ り方 お よびそれ らにま

つわる制度,デ ータの標準化,オ ンライン技術等 の研究

を行な う。

⇔ 電 子計算機お よび電子計算機処理 システ ムの評価

に関す る研究

利用 研では,46年 度 か らOS(OperatingSystem)の

評 価に関 する研究を行な ってい るが,こ れ らの研究の範

囲を拡大 し,電 子計算機処理 システ ムの評価 に関 する研

究 を行な う。

切 政策決定機 能に関 する研究

政策決定 パクー ンの分 類を行ない,そ のパ ターン毎 に

適用可能な 手法 を体系的に整理す る。

内 新 しい入出力機器 に関す る研究

TSSの 普 及 に伴 い,入 出力機 器 としての端末機 器が

クロ一一ズ ア ップされて きてい る。 また,COM(Com-

puterOutputMicrofilmingSystem),パ タ ーーン情報処

理等 も含 めて新 しい入 出力機器の研究 を行な う。

(Dデ ー タコー ドに関 す る研究

電子計算機 を利 用 してい く上で,デ ータの コ ー ド化

は,重 要な もので ある。 そ こで,デ ー タコー ドの 標 準

化,コ ーデ ィング技術等 の研究 を行 な う。

㈲ 漢字情報処理に関す る研究

日本 にお いては,漢 字は切 って も切 離せない もの であ

るが,今 までは入 出力機器 に適 当な ものが な く,利 用 さ

れ ていなか ったが,最 近 これ らの開発 も進ん で い る の

で,漢 字情 報処理の あ り方についての研究 を行な う。

{2}開 発 研究活動

47年 度 において,既 開 発の トータル システムが一応完

成す るため,48年 度 以降 においては次 のよ うな新規 テー

マの開発を行な う。

(イ)「 人 事オ ンラインシステム」の開発

政府 省庁 におけ る人 事情報処理 システムは,① 給与計

算 システ ム,② 人事資料 作成 システム,③ 人事検索 シス

テ ム,④ 人 事計画システ ムへ と一連の人事情報処理 シス

テムとして開発が行なわれている。 これ ら人事情 報処理

システムにおけるデータの問題を見ると,現 在,そ れぞ

れのシステムにおいて独自に作成され,利 用されている

のでファイルが重複し,効 率的なシステム運用を妨げる

一因 ともなっている。そこでこの人事に関する基本的な

データ,た とえば給 与データ,経 歴データ,資 格データ

等を集中的に蓄積管理し,総 合人事情報処理システムの

確立のため有機的に使用で きる 「人事データベースシス

テム」の開発を行な う必要がある。 さらに現在のところ

上記人事情報処理システムはデータの入力,必 要な結果

表の作成をバ ッチ処理形態で行なっているので,人 事担

当者が簡単に計算機処理を行なって即座に結果表を得る

ことが困難である。

この問題は,上 記 「人事データベースシステム」の確

立,お よびバッチ処理,人 事情報処理システムをオンラ

イン化することによって解決できる。すなわち人事担当

者は,① 人事検索,② 人事統計資料,③ 人事計画等を簡

単にしか も迅速に作成することが可能 とな り,現 在より

も有効な人事管理および計画の意志決定を行な うことが

できる。

人事情報処理オンライン計画は,48年 度にシステム設

計を行なって,49年 度以後 「人事検索サブシステム」,

「人事計画サブシステム」を中心にプログラム開発を行

なう。

㈲ 統計データ・マネジメン ト・システム

現在の激しい社会情報勢を適格に把握 し,意 思決定を

行な って行 くには,統 計データが必要である。 しかるに

官庁の統計は,指 定統計をはじめとして十分には活用さ

れていない。このことの原因を考 えると,① データが古

い(集 計されるのが遅い),② そのままの形で利用でき

ないなどがあげられる。①の解決には各省庁とも電子計

算機による集計などで解決をはか っている。②の問題の

解決には,各 種統計の有機的な結合,高 次加工な どが考

えられる。後者については産業連関,最 少二乗法などか

なり手法が開発されているが前者は個別的な例があるに

すぎず,十 分 とはいえない。そこで,当 研究会では統計

データ ・マネジメン ト・システムの開発を行な うものと

する。 このシステムは次のようなサブシステムによりな

る。
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① 統計データファイル作成システノ、

各統計を有機的に結合させ,そ のファイルの作成,更

新および修正等が容易に行なえるシステム。すなわち利

用者は結合の仕様に応 じて統計データファイル作成シス

テムを用いて独 自のデータバンクを容易に設計できる。

② 統計データ検索システム

上記のシステムで作成 されファイルか ら必要なデータ

を検索できるプログラムが組める検索言語 とする。

48年 度においては統計データファイル作成システム開

発のための基本システム設計を行な うもの とする。

なお,ス ケジュールは次の通 り

48年 度 基本システム設計

49年 度 詳細システム設計,プ ログラム開発

50年 度以降 統計データ検索 システム開発

内 文字情報処理システム

今日の複雑な文化,経 済,社 会情勢を反 映 し て,文

書,文 献,法 律等の文字情報が量的に増大し質的にも高

度化,専 門化している。

これ らの情報を総合的に管理運用して情報の高度利用

を計るためには今までの人手による管理体制では効果的

利用が十分にな されない。

そこで文字情報について体系的な管理システムを確立

し,さ らに情報検索理論を導入 した文字情報検索 システ

ムを開発利用することによって一貫した文書,文 献,法

律等の管理が可能になる。

48年度か らは下記について文字情報処理システムのシ

ステム開発を行な うこととする。

A文 書,文 献管理 システム(48年 度システム設計)

ω 文書,文 献管理資料作成サブシステム

文書,文 献等の体系的なファイリングおよび統計資料

の作成を行な う。

② 文書,文 献検索サブシステム

上記ωで作成した 「文書,文 献ファイル」を使用した

検索システムの開発を行な う。

B法 律管理システム(48年 度システム設計)

{1)法 律資料作成サブシステム

各種法律についてのデータおよびシソーラスの作成等

を行なう。

② 法律検索 サブ シス テム

上記{1}で 作 成 した 「法 律デー タファイル」 を使用 して

検索 システムの開発 を行な う。

なお,文 字情 報処理 システム開発に関連 して① デー タ

フ ァイル作成に マイ クロフィル ムシス テムの利 用,② 検

索処理 にお けるシソー ラスの問題,③ 漢字情 報処理 の利

用等についての調 査研究を行な う必 要がある。

⇔ デー タコー ドテーブルの作成

利用研では,昭 和47年 度 デー タコー ドハン ドブ ックの

作成を行な ってい るが,そ れを一歩進 めて,デ ー タコー

ドハ ン ドブ ックの作成 を行な っているが,そ れを一歩進

めて,デ ー タコー ドテーブル を作成す る。デー タコー ド

テーブルは,デ ー一夕コー ドに関 してJISそ の 他で規定

されているデータに つい て,コ ー ドとデー タ名 とを対応

づ ける もの で これを作成 し,各 省庁の利用に供する こと

に よ り各省庁毎 に作成 してい るデー タコー ドテーブル作

成 の重複 を さける ことが で きる。

また,そ れに よ り,デ ータコー ドの標準化 とデー タ名

の標準化 を計 る ことがで きる。

なお,デ ータ名は カナ文字お よび英文 字を 標 準 と す

る。

㈱ 物品管理計画サブシステム

物 品管理 計画において,業 務面か らみる と一般行政型

(O&M型)お よびプ ロジ ェク ト型(R&D型)に 大別

する ことが で きる。前者については47年 度 に 自動発注機

能 を取 り入れ たシステムを開発す ることにな っ て い る

が,こ れは在庫量(最 適保有量:当 初は経験か ら値を入

れ る)を 基準 にお いたシステム とな る予定で ある。

48年 度 には この システムの拡張を図 り,最 適保有量 を

電子計算機 に より算出 し,さ らに物品の更新 の分 野まで

ヒ

システムに組み込み,O&M型 を完成させる。

なおR&D型 についても研究開発を行なう。

内 コンピュータ ・グラフィックの開発研究

既存の統計データのコンピュータ出力は,そ のほとん

どがディジタル情報であり,そ の大量でしか も数値のデ

ータは,統 計利用の場合,統 計の示す実体を数値で抽象

的に示すものであ り,人 間が直感的に把握するのには適

していない。
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そ こでこれ等の問題を解決するためには,コ ンピュー

タグラフィック技術による,よ り解 り易 く,よ り有効な

情報の提供が必要 とされている。

しかし,官 庁においては,一 部省庁の特定分野におい

て,こ れ らのグラフィック出力が使われている程度で,

いまだに汎用ソフトウェアの開発がなされていない現状

である。

そこで利用研においては,各 省庁の使用状 況 を 調 査

し,共 通な部分については汎用ソフ トウェアを開発して

いくものである。

現在開発 されているグラフィック機器 としては

{1}ペ ンプロッタ

(2)CRT端 末装置

{3)COMプ ロッタ

(4)立 体プロッタ

等がある。

それらは統計地図,統 計図表,絵 画図表,時 系 列 図

表,単 純」七較図表,度 数分布図表,百 分比図表の表示に

利用されている。

それ故各省庁で共通 して使用され,し か もグラフィッ

ク表示が有効な これ らの出力に対して必要な汎用ソフ ト

ウェアの開発を図るものである。

{3}そ の他の活動

(イ)利 用研および中央省庁における研究成果の普及

利用研および中央省庁における研究成果の普及につい

ては,す でに研究会総会,分 科会等で研究成果を報告す

るとともに,行 政管理庁,7省 庁電子計算機担当課長連

絡会議等を通じて研究成果の普及を計っており,本 年度

もこれを引きつづいて行なう。

共通業務のソフ トウェアについては,都 道府県からの

利用の申込みがあり,研 究成果の普及の範囲を中央省庁

に限らず都道府県等までさらに広げて考 えていくことと

する。

これ らの利用研の成果および中央省庁における電子計

算機の利用技術のPRは 積極的におし進めることが必要

であり,47年 度は利用研の成果および中央省庁のシステ

ム事例の紹介を,中 央省庁および,都 道府県の参釦を得

て,研 究発表会で行なった。.ピ

本年度 も引きつづいてこの研究発表会を行なう。

回 海外研修生の派遣について

電子計算機利用の先進国であるアメリカでは,政 府に

おける電子計算機の導入推進について政府全体として調

和の とれた効率的利用体制が確立されている。

それはアメリカではすでに1965年 に政府全体の電子計

算機への支出額が3億 ドル(約1千 億円)を こえるに至

り,ま たそれより前1963年 に会計検査院は100を 越える

検査報告を議会に提出し,電 子計算機利用への支出の無

駄 とその効率的管理の必要性を指摘し,そ の結果,大 統

領が1965年3月 改善についての報告を議会に提出し,同

年10月,ブ ル ックス議員の提案になる 「合衆国連邦政府

ADP管 理法」(通 称ブル ックス法)が 成立し,こ の法

律により連邦政府における電子計算機の調達,利 用管理

の改善を図るため,予 算局に総合的政策の決定計画の調

整を受け持つADP管 理局,共 通役務所に各省庁の装置

の導入 と調査と合理的な調達を受け持つ連邦補給部,商

務省に各省庁に対する標準的技術的助言,コ ンピュータ

システムの設計と開発に関する援助,指 導研究を行な う

電子計算機科学技術センター(CCST)が それぞれ設

置 されることにな り,そ の結果政府全体としてバランス

の とれた電子計算機の効率的利用を図る体制が確立され

たのである。

特に このCCSTは 我が利用研が範 とするものであり

利用研組織を充実させるため,こ こに研修生を派遣し,

先進的な諸技術の吸収を図る必要がある。

そのため47年度には第1回 の研修生をCCSTに 派遣

した。

本年度 も引 きつづいてCCSTに 研修生を派遣する予

定である。

⇔ 情報収集および提供活動

電子計算機に関する利用技術の発展は目ざましく,シ

ステム工学,情 報理論等体系だてられているが,具 体的

なシステム開発に伴 うノウハウや情報は,そ のプロジェ

クトだけの ものであ り広 く流布してい くのは ま れ で あ

る。

そこでこれらの情報その他電子計算機利用に関する文

献等を合わせて収集 ・整理し,い つでも見られる状態に
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す ることとす る。

また日録等 を作成 して所在 を明 らかに し,各 省庁 の利

川に供す る。

'

A

－◇新刊報告書 のご案内◇

米国の州および地方 自治体における情報処理の実態
(47-RIO1)

主な内容

1総 論

1.米 国の州および地方自治 体における組織,機 能

2.米 国の州および地方自治体における情報処理(EDP利 用)の 現状(EDPの 費用,

要員問題,組 織問題,適 用業務等)

H各 論

各種の情報処理システム事例

1

2

3

4

5

6

7

8

9

税務行政におけるEDPの 利用

刑事裁判情報システム

法務行政における情報処理の新しい方向

法律執行における通信および照会システム

病院におけるEDPの 利用

不動産情報検索システム(HOMLIST)

職業紹介システム

都市行政におけるデータバンクの運営

集中大気汚染監視システム

10都 市行政における標準情報システムの開発(USACプ ロジェクト)

報告書入手ご希望の方は,庶 務課(内 線470番)ま でご連絡 ください。
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わが国における情報処理に関する標準化の現状

通商産業省工業技術院電気規格課

武 笠 二 郎

1.は じ め に

わが国のL|1業標準化は,1949年 に制定公布された工業

標準化法によって,生 産の合理化,生 産能率の増進わよ

び使川消費の合理化など産業経済発展の戊、C盤として,/r

llまで大 きな役割を果して きているd,近年はさらに経済

目標が経済 と国民生活の,Vid和ある発展へ と指向するに伴

い,工 業標準化の重点も公害防止,消 費者保護,情 報産

業および住宅産業などの振興の観点から,今 日その役割

はますます大 きくなってきている。

標準化の目的は,い うまで もなく生産,流 通,消 費の

各面において能率を高めるとともに,経 済性をも高める

ことである。そのためには,合 理的な標準(規 格)を 設

定して多 くの人々がそれを活用するという組織的行為を

必要とする。また,標 準化に際しては,利 害関係者の合

意によって自主的に行なわれることがのぞましく,欧 米

諸国においては,広 い分野にわたって民間サイ ドでの自

主的な標準化活動が極めて活発である。しかし,わ が国

においては経済的,社 会的な国内事情か ら国が主体とな

り,民 主的な手続 きによって広 く利害関係者の意見を公

正に調整しなが ら,全 国的規模で適用されることがもっ

とも有効な方法であ る とい う考えか ら,日 本工業規格

(JIS)の 制定と普及の国家的標準化事業が,工 業標

準化法に基いて進め られている。

{1)標 準化の意義

電子計算機および情報処理に関する産業は,今 は他に

類例のないほどの勢いで成長の過程にある。電子計算機

の初期の段階では,技 術的変遷途上にあることと,こ の

産業のもつ本質的な多様性のために標準化の動 きは,一

部の例外を除 きあま り盛んではなかった。しかし,こ の

状態で産業が進展 し,多 様化が進んでい く と,メ ー カ

ー,ユ ーザ ともに不都合な点が増大してい くことが明ら

かになって きた。さらに,電 」二計算機の利用技術か ら派

生した情報処理の普及 と高度化に伴って,各 種の標準化

の緊急性が高まってきた。すなわち,一 つの情報処理シ

ステムを心えてみても,シ ステムを構成する多数の機器

についての選択を容易にするためには,機 器相互間の接

合条件の標準化が必要 とな り,ま た技術者の教育や流動

性を確保するためにはハー ドウェアおよびソフ トウェア

両面の標準化が必要 とな り,さ らに情報の交換のために

は各種のデータコー ド,デ ータ様式の標準化が必要とな

る。また多数の情報システムを結ぶ情報ネットワークの

形成は,通 信回線の利用をふ くむ広汎な事項にわたる標

準化の達成なくしては不可能 といえる。

このように情報システムの発展のために,標 準化はも

っとも基礎的な要件であり,そ の促進はきわめて緊要で

あるといえる。

一般に標準化によって もた らされる効果は,1製 品系

列内は もとより別の製品系列との間の互換性 の 確 保 か

ら,生 産面の合理化または能率化,ひ いてはメーカーの

健全な競争を助長し,技 術の進歩を促がすことにある。

またユーザへの使用選択上の便宜の提供や,品 質の保証

など使用上のメリットが得 られるところにある。また情

報処理関係の標準化 も同様なことがいえるが,具 体的に

は,① システムの修正,変 更,保 守を容易にし,② シス

テムの運営や管理 とその評価を容易にし,技 術の向上や

将来の発展成長の基礎とな り,③ 異なるシステム間の情

報交換を容易にするなどの点が考えられる。

●

●
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② 標準化の特徴

情報処理の標準化は,一 般鉱工業品の標準化の効果 と

基本的には何等相異ないものであるが,そ れ自体の もつ

特徴 として,つ ぎのようなものが考えられる。

①電子計算機本体をはじめ,紙 テープ,カ ー ド,磁 気テ

ープなどの各種入出力装置,高 速印字装置,各 種補助記

憶装置,通 信系統を介 しての端末入出力装置,パ ターン

処理装置(文 字認識,図 形処理,音 声出力な ど)な どき

わめて複雑で精密な機械で構成 されるシステムであるこ

と。

②適用業務に対するプログラミングなどソフ トウェアに

関しては,そ れがシステムの目的によって利用者 自らが

創造開発しなければな らず,現 在は使い方の開発が情報

処理機械の進歩発展に比して著 しく遅れているともいわ

れ,こ のように機械 と使い方の相関性が密接なものは他

に見当らないこと。

③需要分野の拡大に伴い,関 連企業間の競争 が は げ し

く,ま た技術進歩の もっとも著 しい分野で,シ ステムを

構成する機器がそれぞれ1社 または数社にわた り分業独

立して生産および研究開発が進められていること。

④将来は通信回線 との結合により広域的に複雑な現象を

処理するような一大総合体系として働 くようにな り,各

種の情報がデータとして相互に交換 されるようになるで

あろ うこと。以上のような特徴,特 質をもつ情報処理に

関する標準化は,従 来の工業製品の規格化 とは若干異な

った性格を もってお り,規 格相互間に何 らかの関連を保

ちなが ら有機的に進めていかなければな らな い で あろ

う。

㈲ 標準化の問題点

情報処理システムの発展のために,標 準化を積極的に

進めねばな らぬことは,そ の論を侯たぬ ことであるが,

ハー ドウェア面における標準化は,単 に部品や単一機器

の規格化だけでな く,機 器群またはそれ らの組合わせ全

体か らみた標準化を考えねばな らず,そ の対象は広範囲

におよぶ ものである。また,ソ フ トウェア面か らは,ハ

ー ドウェア技術の進歩 と相まって,利 用技術の進歩向上

が図 られるべ きものであ り,し たがって これ らは一定の

ドキュメントとして記録表現 された上でなければ標準化

は行なえない。 さらにこれ らの組合わせで構成 されるシ

ステムは,利 用目的やそのレベルによっての多様性があ

り,そ の統一にはかな りの努力を要するところで,標 準

化の推進にあたっては,つ ぎのような問題点がある。

①早期に標準化を図ることにより,技 術の進歩を阻害す

ることは避けねばならないが,ま た標準化の時期を失す

ると多種多様な既成事実ができあが り,標 準化が困難に

なるので,技 術進歩についての的確な将来展望の上に計

画的な標準化を進めなければな らない こと。

②国内の標準化は国際的な標準化 とのかい離を生 じない

ように,進 めなければな らない。一方国際的な標準化の

確立をまって国内の標準化を行な うといっナこ受身の場に

あっては,わ が国の利益に反する場合が生ずるため,積

極的に国際機構 との調整を図 りながら標準化を進めなけ

ればならないこと。

③標準化には,そ の適用範囲の広 さに比例してその利害

関係の範囲も広がることが あ るた め,電 子計算機メー

カー,ソ フ トウェア企業および多数のユーザなど広範な

関係者の協力を求めて意見の調整を行なわなければなら

ないこと。

2.情 報処理関係の標準化の現状

前述のような背景の もとに,ISO(国 際標準機構)

の動向を勘案し,ま たわが国独自の立場か ら必要な分野

等について,情 報処理関係の標準化が進められている。

ω 国際標準化活動

標準化についての国際機関の一つとしてISOが あ り

1947年 に組織化 され,現 在わが国も含めて55国 が加入 し

ている。 ここでは,「 国際標準化機構の目的は,物 質お

よびサービスの国際的交流を容易にし,知 的,科 学的,

技術的および経済的活動の分野において国際間の協力を

助長するため,世 界的に規格類あ審議,制 定の推進を図

ることである」 と規定されている。わが国においても海

外諸国との標準化に関する技術的交流の重要性か ら,閣

議決定}こ基づ い て日本工業標準調査会が1952年 に加入

し,現 在理事国(14ヵ 国)の 一員として活躍している。

国際標準化活動への参加は,わ が国の主張を海外に反

映し,ま た国際的な規格制定の動向を適確に把握するな
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ど技術情 報の収集 を行な うことに よって,国 際的視野の

もとにJISの 制 定 を進 めて,JISの 国 際性を高め海

外市場の拡大 に資するな どの ために,き わめて重要であ

る。 開放 経済体制 の進展 に伴 って国際標準化事業の必要

性は ます ます増大 して きているお りか ら,加 入各 国は標

準化事業の もつ重要性 をよく認識 し,そ の参加活動は積

極的 である。

ISOは 現 在146の 専 門委員会(TechnicalCommittee

:TC)を 有 し,こ の下 に専門的事項 を調査 審議するた

め必 要に応 じて分科会(Sub-Committee;SC)や 作業 委

員会 が設 け られてい る。 こめ中で,電 子計算機 と情 報処

理を担当 してい るのは,TC97で その組織図は図1の と

お りであ る。

図11SOTC97組 織 図

ISOTC97

電 信 十算機 と
情 報処理

ア メ リカ

1
。 ランス し ラ ンス1。 イ。1ア メ リカ1ア メllカ1。 エーデ。1。 ラ.。

SC1

用語

、SC2

文 字 セ ッ ト
とコ ー ド化

SC3

キャラクタと
マーク認 識

SC5
プログラム
用言語

SC6

デー タ通信

SC7

コ ン ピュー タ シス テム

用 ドキ ュメ ンテ/一 ション

SC8

数値制御

イ ギ リス ドイ ツ ア メ リカ ア メ リカ ドイ ツ ア メ リ カ1イ ギ リ

SC9

数値制御用
プログラミング言語

SC10

磁 気 デ ィス

クパ ッ ク

SC11
コンピュータ

用磁気テープ

SC12
計測用
磁 気テープ

SC13

1/0イ ンタ

7ェ イ ス

SC14

デ ー タ
コ ー ド

SCl5

ラベル と
ファイル構成

注1.標 記国名 は、 各グループの とりまとめ を行 なう幹事 国を示 す。
2、SCは 分科会 を示す。
3.SC4は 欠 番であ る。
4;1972年6月 の改正 に よる組織図 を示す。

各会員団 体は,既 設の専門委員会 に 自由に参加 で き,

上 記三 つの委 員会に参加す る場合 の資格は,

①積 極的に参加 して投票権 を行使す るPメ ンバ ー

(ParticipationMember)

② 資 料の提供を受け,会 議 に出席 で きるが投票権のない

Oメ ンバー(ObserverMember)

③ 会 議 に出席せず,か つ資料の提供 も受 けないNメ ンバ

ー(NonMember)

に分 れる。会 員団体 は,各 専 門委 員会に対 して,こ の三

つの参加 地位を占め ることにな り,随 時その参加地位を

変更す ることがで きる。 わが国は,TCお よ び各SCに

Pメ ンバー として積極 的に参加 している。

一般 に専門委員会,分 科 委員会 お よび作業委 員会 は,

そ れぞれについ て会議を主催 し,業 務を調 整す るための

幹 事国(Secretariat)が 任 命 され るが,専 門委員会 の幹

事 国はPメ ンバ ーの中か ら理事国が指命 し,分 科 委員会

お よび作業委 員会の幹事 国は,そ れぞれPメ ンバーの互

選 に よって選 出 される ことにな ってい る。

新 しい国際 規格(IntemationalStandard:IS)を 作 成

す る際 には,専 門委員会 あ る い は分科委 員会の幹事国

は,各 会員団体(す べ てのPメ ン バ ー お よびOメ ンバ

ー)か らの資料お よびその他 の方面か らの情報等を もと

に提案(DraftProposal)を 作成 し,Pメ ンバ ー,関 連

専 門委 員会お よび関連国際

機 関の意 見が聴取 され る。

第1次 提案の場合は3ヵ 月

以内,そ の後の提案につい

ては2ヵ 月以 内に幹事 国に

意見を送付す る ことにな っ

てい る。 この ようにして提

案 がPメ ンバーの実質的賛

成を得 るまで同様 な道程が

くり返 され る。

リス 専 門委 員会の幹事国は,

専 門委 員会に よって賛成 さ

れナこ提案 を,さ らに全会 員

団体 にその承認 を得 るため

に,中 央 事務局 に 送 付 す

る。中央事務局は,こ の提案 を国際規格案(DraftIn-

ternationalStandard:DIS)と し て,会 員団体に送付

し,承 認 と意見 を求 める。 この国際規格案 について大 多

数の賛成 を得 られない場合には・ さ らに第2案 を作成し

て同様 に承認 を求 める。

この よ うな手続 きは,Pメ ンバ■・一・の大多数お よび当該

専 門委員会 の全会 員団体 の少 な くも75%の 賛 成の投票を

得 られ るまで くり返 される。

さ らにPメ ンバーの大多数 および当該専門委員会の会

員団体の少な くと も75%の 賛 成 によ り最終的に承認 され
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た国際規格案は,理 事国 で 国際規格(International

Standard:IS)と して採用すべ きかどうかについて審

議 し承認されたのち,Pメ ンバーの大多数により受理さ

れ,全 会員団体の75%に より承認 されるまで く り返 さ

れ,は じめて国際規格 となる。

なお,会 員団体の大多数の賛成が得 られ な い場合に

は,当 該専門委員会はそのPメ ンバーの大多数の同意が

得 られれば,こ の国際規格案を国際規格 とせずに,技 術

報告(TechnicalReport)と することがで きる。

② 国内標準化活動

①JIS制 定の機構と手続 き

JISの 審議は,日 本工業標準調査会において行なわ

れ,同 調査会の議決を経て主務大臣によって制 定 さ れ

る。制定された規格は技術の進歩,品 質性能の向上など

に常に即応 させるべ く,制 定後少な くとも3年 を経過す

ることに見直しを行ない,必 要に応 じて改正,確 認また

は廃止の措置がとられるようになっている。

日本工業標準調査会には,これ らの業務を行なうため,

総合的全般的な事項を審議する標準会議,各 部門の調査

審議のための部会,そ れぞれの専門分野の規格を調査審

議するための専門委員会が設置されてお り,電 子計算機

および情報処理に関する規格を調査審議する情報処理部

会には,現 在21の 専門委員会が所属し審議が進められて

いる。

その組織体系は図2の とお りである。

なお,標 準調査会に付議されるJIS原 案は,主 務大

臣によって調査作成される場合,国 が関係学会または協

会な どの団体に原案の調査作成を委託する場合,ま たは

利害関係者が原案を具 してJIS制 定を主務大臣に申し

出る場合などがある。現状では,主 に国が関係団体に原案

作成を委託する場合が多く,情報処理関係の原案作成は,

(財)日 本情報処理開発センター,(社)情 報処理学会,お よ

び(社)日 本電子工業振興協会によって行なわれてい る。

(3}JIS制 定状況と進捗状況

JISは,基 本的にはISOの 国際規格案または国際

規格になったものをもとに,わ が国の国内事情を考慮す

るとともに,国 内の社会的,経 済的な要請によって,独

自の立場から自主的に制定が行なわれている。

図2情 報処理に関する標準化の手続き(工業標準化事業の機構)

(1952tliJilλ 、)

ISO

国際標)11化 機構

」

(茎953年 加入)

IEC
国際電気標準会議

」

工 業技術院
標 準 部

B本1:業 標

準調 査会

情 報処」11`川rl'i・～1同委jl会

†1」用1処 理.1一 ド1、W陵 買 会

うベ 凡ツltllたil会

OCR形1`lj委U会

MICR,.㌧ 「円 安ii会

磁 気 テー・フt～`同委U会

規(アーーフ【・～・ltt】委itフご

紙 カー ド馴111委貝合

プ ログラ ミング`口 ～}専門 委只会

デー タ伝 送Ψ門 委員会

図記 ～}咽"倭{会

論 理回r各II己法`「1"倭 貝会

デ一夕 コーートlflt「1委員会

コボル専門 委i会

け ん盤配 列批 「Ilfill会

職 業コー ド専門 委員会

電 算機性能 ノ、'∫、∫亨門 委員会

商 品コ・一いW'〕 委員会

磁気 デ ィスクパ ノクヅ門 委員会

産 業分 類コ・一ドツ門 委iiYミ

情 報 交換月川 位 記号t?1111委H会

調 整

委貝合

ト

JISに おける情報処理関係の規格が制定 され た の

は,1967年 にFORTRANとALGOLの プログラミン

グ用言語が始めである。その後1969年 以降に,情 報交換

用符号,同 符号の紙テープ上および磁気テープ上での表

現,磁 気テープのラベル とファイル構成,情 報処理用語

などから,日 付の表示,時 刻の表示などのデータコー ド

にわ7tる基本的なJISが 逐次制定されてきている。
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3.今 後の標準化の進め方 と基本方針

情報処理関係の標準化は,そ の対象が用語,符 号,各

種入出力機器,プ ログラム用言語,デ ータ伝送関係,デ

ータコー ドなどの広範囲にわたり,メ ーカー,ユ ーザそ

れぞれのグループ内での利害関係 もあ り,こ れらの標準

化を統一的にしかも方向を誤 らずに進めていくことは至

難なことといえよう。

しかし,電 子計算機の効率的な活用と情報処理の進展

のためには,標 準化が不可欠な ものであることの認識に

立 って,つ ぎの基本的態度で対処 しなければならない。

①世界の動向に意を払い,国 際規格の制定審議に貢献

するとともに,ISOと の連繋と協調を図ること。

②国内においては,わ が国固有の問題(漢 字,か な文

字,デ ータコー ドなど)を 標準化するには,従 来の慣習

に とらわれず自主的な方向で進めること。

③広汎な利害関係者の意見調整を行なって,体 系的な

標準化を図ること。

④技術進歩の妨げにならないように留意し,適 切な時

期をみて標準化を行なうこと。

情報処理の進展に応じて,標 準化の技術的課題が増大

してくる情勢か ら,標 準化に必要な基礎調査をはじめ,

新製品の動向や技術水準など技術面の調査研究または開

発研究瀦 じてその成罷 標靴 販 映するよう計画的 ■

に進められなければならない。

情 報 処 理 ニ ュ ー ス

最 近 の 海 外 情 勢一

〈情報処理ニュース〉は,世 界各国の最新の資料,

データを中心に,そ れを最 も効果的に分析し,皆 様に

ご利用いただ くため当財団が提供する,生 きた情報で

す。ちなみに,こ のニュースのベースとするため我々

は,海 外か ら資料 として非常に高価な技術レポー ト約

20種,ま た,雑 誌,新 聞,約50種 を入手してお りま

す。毎月2回 お届けする世界の情報処理のエッセンス

は,皆 様の期待に充分添 うものと確信すると共に,こ

れだけの ものを,こ れだけの値段で提供できる機関は

他にないと自負してお ります。

・購 読 料 年 間1部9
,600円

・発 行 日 毎月10日 ,25日(年 間24回 発 行)

・体 裁A4判,平 均45AO-rジ

・年 間購読者の特典 スペシ ャル ・レポー ト(200ペ ー

ジ以上の特別報告書,年1回 発行),JIPDECジ ャ

ーナル(年4回 発行) ,イ ン デ ックス,専 用 ファイ

ル,以 上 を無料配布

◎ 申し込 み,お よび,詳 細 につ いては,当 財 団調査課

まで ご連絡 くだ さい。

(電 話)03-434-8211内 線539
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階層構造の情報処理システム

⑳

将来の経営情報システムでは,経 営活動のための計画機能と,生 産活動のための実施機能を

ループ状に連系し,さ らに各 レベルの管理サイクルとい う尺度による分割方法で情報処理シス

テムの階層化をはかるべ きであろうという結論を,昨 年度の事業 「制御情報システムの研究」

において導いた。今年度の事業 「コンピュータ階層システムの研究」では
,こ の前年度事業の

結論にもとついて,大 規模な情報処理システムを階層構造にすることの有用性を,情 報処理の

機動性とか信頼性といった,い ろいろの角度か ら定量的に把握するための調査研究を進めてい

る。

これまでに実施 した研究内容はつぎのとお りである
。すなわち機能や発生データが時々変化

する,い わゆるダイナ ミックな系における情報処理 システムにっいて,デ ータ収集に要する時

間の経過につれて情報の価値がどのように変化するかを理論的に解析し,階 層構造の情報処理

システムに対する評価を経済性や信頼性の面から考察 してみた
。 この結果,階 層構造の情報処

理システムがどのような構成になるかを明確にするため,電 力系統や,生 糸の生産システムを

例にとった階層構造の情報処理システムとか,情 報検索の1手 法として,問 診形式による階層

構成の情報検索システムなどを構築してみた。

ここに,「 階層システム研究会」で実施した調査研究の経過と結果の概要を報告する
。

●

1.な ぜ階層システムに した方がよいか

鉄鋼業における生産工程を管理するための情報処理シ

ステムや,電 力系統を運用するための情報処理システム

などといった複雑かつ大規模なダイナ ミックな系を運用

する情報処理システムにおいては,発 生するすべてのデ

ータを中央に集め,監 視や論理判断や指令を中央のコン

ピュータで処理するのが普通である。 このように集中方

式でシステムを構築 した場合,予 想外の多種多様の問題

が生 じてくる。たとえば,デ ータを伝送するための伝送

網はきわめて複雑になるし,ま たデータ伝送中にエラー

の発生確率が多くな ることも問題 となる。さらにコンビ

ュー一夕や伝送装置がどこか1ヵ 所故障しても,す べての

機能が停止してしまう危険があるばか りでな く,生 産工

程の混乱などといった2次 的な災害発生の原因にもな り

かねない。そのうえ,ダ イナ ミックな系を運用する情報

処理システムで,と くに問題にしなければならないこと

は,時 間の経過 とシステム内の情報の価値 との関係であ

る。たとえ高級な手法で,し か も複雑な計算 を繰 返 し

て,正 確な論理判断や指令を行なうための情報を得たと

して も,そ の情報を得るために時間をかけすぎて,制 御

のアクションが遅れとなってしまったのでは計算の努力

がまった く役に立たなくなる。むしろ場合によっては,

情報そのものがダイナ ミックな系の運用に対して混乱を

ひき起 こす元凶となってしまう恐れ もある。情報は,制

御のアクシ。ンに間に合ってこそ は じ め て価値が高ま

る。したがって制御のタイ ミングに適合した情報を得る

ためには,ど うしても管理サイクルを基準にした情報処

理システムの階層化が必要 となる。ここでは,電 力系統

の制御問題を例にとって,時 間経過とともに情報の価値

がどのように変化するかを理論的に解析してみた。

電力系統において,系 統内の任意の1地 点の電圧が,

ある基準値に対して許容範囲か らはずれた場合,制 御装

置を動作 させて許容値内に電圧を もどす制御アクション

をとる必要がある。 この時,制 御量を決めるための計算

時間が どの位の時間であれば,制 御アクションが系統に

悪影響を与えないかを検討した。制御アクシ。ンのとり

方として,
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①制御量を計算している時の電圧の変動も考慮して,

制御のアクシ。ンを行なう。

②制御量計算開始時の情報を,そ のまま利用して制御

のアクションをとる。

③制御のアクシ 。ンをとらない。

の3種 類の方式を考え,そ れぞれの方式について時間の

経過を考慮した制御の効果を評価 した。電圧の変動は,

比較的短い時間間隔で定常不規則に発生するもの と仮定

し,さ らに長周期成分を取 り除いたものを考えた。

第1図 は,制 御アクション を とる時刻tを 変えた場

合,各 制御方式に対する制御結果の良否を示す ものであ

り,こ の図か ら次のようなことがわかる。

(a)時刻tが,数 秒から10数秒までの比較的短時間の場

合は,① および②のいつれの制御方式でも,制 御の効

果には大 きな差異がな く,制 御の良し悪しは,自 己相

関関数の減衰定数αの大小によって決まって くる。

(b)時刻tが,数10秒 のオーダーになると相関の周期性

に十分注意する必要がある。 た とえ ば②の制御方式で

は,相 関の周期Tが90秒,時 刻tが 約40秒 の と ころ で

は,逆 位相の関係により制御が著 しく悪い結果 となって

しま う。実際の電力系統にお ける電圧変動は非 定常性 を

持 っているの で,そ の相関関係 を正確に把握 で きない時

には,制 御量 を計算す る時間を数10秒 に短 縮で きた とし

て も,直 ちに制御 アクシ 。ンを とる事は きわめて危 険で

ある。

(c)時刻tが 約70秒 以降 の場 合は,③ の制 御方式が良 い

結果を得 る。

この結 果,電 圧 の制御 をオンラインでコン ピュー タ ・

コン トロール する時には,制 御量の計算時間を少な くと

も10秒 以下 に押 えて制御 アクシ 。ンを とる必 要があ る。

また計算時間 を10秒 以下に押 え られない場合 には,数10

秒内外で計算す、、とは無 味であ、.そ 。でデータの ●

監視点数や調整設備数を増し,よ り時間をかけて精密計

算を行なったほ うが得策であろ う。

このように電力系統において電圧の制御を行な う時に

は,制 御アクシ ョンをとるタイ ミングによって制御の効

果が大 きく左右 されるから,こ のタイ ミングに合って情

報を処理する情報処理システムを構築しなければな らな

い。同じような解析を生糸の生産工程を対象にして行な

ってみナこ。 この場合,で きるだけデータ収集地点を多 く

第1図 各制御方式の制御の効果

翻
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国 三}t=0の 時 電圧 が許容 範囲 よ り大 き くなった。

2r電圧 変動 の 自己相関 関数
p(t}=e'ttcos-t周 期:T=90(秒}減 衰定数:α丁

許容 値=ε=士1.5

制御アクションをとる時刻t(⇔)
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●

と り,収 集時間 を長 くすれば,工 程 の状態 をよ り正確 に

把握 して制御 アクシ.ン を とることがで きる。 しか し制

御 アクシ.ン が 手遅れにな ってしま う危険 も大 きくな る

だろ うとい う予想 に立 って,ど の位 までの時間間隔で デ

ー タを収集 すれば制御 の効果が一番良いかについて
,模

擬実験的 に考察 してみ た。

2.階 層システムの事例

(階層構造の情報処理システムを階層システムとする)

管理サイクルを基準にした階層システムの構成は,対

象プラン トの業種や規模などによって異なって くる。

今年は前述のように電力系統を運用するための階層 シ

ステムや生糸の製糸工場における生産工程管理のための

階層システムを構築するとともに,鉄 鋼業の生産プラン

トや化学工業の生産プラントにおける生産工程を管理す

るための階層 システムなどについて調査を行なった。さ

らに,情 報検索の1手 法 として,問 診形式による階層構

成の情報検索システムを考察している。なお,電 力系統

における階層システムについては,す でにJIPDECジ

ャーナル13号 でその概略を紹介したのでここでは省略す

る。

(A)生糸の製糸工場における生産工程管理のための階層

システム

46年度にとりまとめた 「機械工業における階層システ

ム」では,製 糸工場の生産工程の1つ である繰糸工程を

とりあげて生産工程管理のための階層システムを考察し

たが,今 年度はそれを基礎として,さ らに,原 料倉庫や

煮繭工程までも含めた工場全体を管理するための階層シ

ステムを構築してみた。

対象としk生 糸の生産プラン トは,1日17時 間稼動 し

て,生 糸を約900kg生 産している。生糸の生産工程の詳

細については,当 財団報告書 「機械工業における階層シ

ステム(47.3)」 を参照 されたい。生産工程は,い わゆ

る連続生産形態をとっているが,こ の工程において一番

問題になることは,石 油化学工業などと異な り,工 程に

入ってくる原料が農産物であるため,原 料の品質特性を

確実に把握することが難 しいということである。さらに

やっかいなことに,生 産工程を通過して仕上がっテこ生糸

の品質 および生産 量は,原 料の品質特 性に大 きく影響 さ

れ てい る。 また,原 料の加1:処 理 を失敗 したか らとい っ

て,途 中の生産 工程 か ら前の'1:程 に原料 を戻す とい うこ

とはで きな い。 もし原料の加工処理 を失敗 した ら,途 中

で棄 て るか,あ るいは生産効率が落 ち る こ と を覚悟 し

て,そ のまま生産を続 けるしかない。 このため,製 糸工

場 にお ける生産工程管理 シス テムの最大の使 命は,第1

に 生産計画に合い,か つ原 料の品質特性 に合 った加工処

理 を生産 工程に指 示す ること。第2に 各工程 が 自分の所

で発生 した様 々な問題をい ち早 く次 の]二種 に伝 え,次 の

工程で適応す る処 置が とれる機能 を備 えてい ることであ

る。第2図 は このよ うな情 報処理 を行な う階層 システ ム

の概 念図である。 ここでは,階 層 システムを3つ のレベ

ルに分 けてい る。 レベル1は バ ッチ,レ ベル2は バ ッチ

とオン ライン,レ ベル3は オン ラインでそれぞれ情報の

処理 を行な う。 レベル3で 生産工程の機器 をオンライ ン

・コン トロールす る管理 サイクルは分単位で ある
。 レベ

ル2で は,原 料 の出庫指示な ど各生産工程へ の作業指示

や,生 産工程 の実績情報の収集を行な うとともに,生 産

工程 に流 れて いる原料の品質特 性の管理 を行な う。 この

レベルの管理サイ クルは分単位 と,日 単位 である。 レベ

ル1で は,週 間生産計 画や要員計画の作成処理を行な う

とと もに,日 単位 の生産実績 に もとついて,次 の 日の作

業計 画表を作成す る。 この管理サイ クルは,日 単位 と週

単位 である。 この階層 シス テムを運 用す るための コン ピ

ュー タ ・システムを第3図 に示す。生産 プ ラン トが動 い

てい る間,中 型 コン ピュー タは レベル2の オンライン処

理 を行な うが,空 時間でレベル1の 処理 と,会 社の事務

計算な どを実行す る。万 一 コン ピュータ ・システムが ダ

ウンした時には,直 ちに各生産工程を手動に切 り替え る

体制を考 えれば,最 低1日 の生産計画に関す る情 報を,

紙 テープな らびに出力用紙に アウ トプ ッ トしてお く必要

が ある。

(B)石油 精製工場におけ る生産工程管理の ための階層 シ

ステム

石油精 製業界では,生 産計画 を立案す るにあた って,

一 般 に市場分析 と石油精製のLPモ デルを基礎 とした コ

ン ピュータ ・シ ミュレー シ ョンを行な うな ど,コ ン ピュ

ータの利用は盛ん である
。 さ らに石油精製工程において
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レベ ル1

レベル2

レベ ル3

第2図 製糸工場における階層構造をとった生産管理のため
の階層システム

レ1

レ2

番 号,

レ3

作 指 示

●

o'
パ ッチ 処 理

週 間 生 産 。hllli,要U、,h|lli「 繰 糸r程 へ 投 入 す る作 業 ▲i数 を決 定 す る)

-

1日 の作 業計画 表1日 の1乍業実 績表

■

パ ッチ処 理 使用 原料繭の決フヒ,原 料の流 れ る時 刻表

(1日 の作 業の開始 前)

情報伝

磁気 テ

あるい

紙 テー

回 線(

一

オンラ イン処理

原料の 在庫 理,出 庫原 料の決定

煮繭 声 程の
設定値 が正 しいか どうか のチ ェソ ク

生産 量のチ ェック

する予定時刻

原 料 のlll、A

酬 雛質 撚糎 ㌣
.繍 欝 　　

倉 庫 制 御
1鯛 程・・

繰糸工程制御

搬 送機 ・・動'欄 綱 ・}嫡1、 程
の

出庫 ノ《の1肋 、 設定　【1:・

邑 ▲

小鯛 轍 停止線 ぷ
実 績値 Ψ

原 料 倉 庫 煮 繭'1:程 繰 糸 工 程● ●

第3図 製糸工場におけるコンビyタ システム

情報伝送媒休

倉庫 制御 用 コ ン ピュー タ

ミニ コ ン ピュー タ

(4KW)

オ ンラ イ ン処 理 の 可能 な

中型 コン ピュー タ

(98KB)

煮 ケ ン工 程.制御 用 コ ン ピュー タ

マイクロ ・コンピュータあるいは

ミニコンピュータ(4KW以 下)

も,DDC*な どの制御を目的とした多くのプロセス ・

コンピュータが導入 されている。 ところが,計 画部門 と

生産部門間の情報のや りとりの管理には定常業務にまで

も人間が介入している。 これを極力 自動化するためには

30MB

1台

繰糸工程制御用 コンピュー タ

ミニ'ン ピ・づ(8KW～

*DirectDigitalControl

計画部門と生産部門の間の情報のや りとりを直結化 した

階層システムの構築が有効なもの となる。また情報処理

システムを階層化した方がよい。理由として,次 の点 も

考えられる。

①石油精製工場における生産工程管理のための情報処
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第4図 エチレン・クラッキング工程における階層システムの概略図

レベ ル1

レヘ ル2

レベ ル3

㌃ サ

ク ラ ッキ ン グク)

費用 を最 小 に ▲

るため の管 理

物理的 な
制御変数

圧縮の費用を最

小に ポるための
管理

分解の費用 を最
小にするための

管理.

蒸留 ガ ソ リン
と苗llハ)鮫4勿

理システムは,市 場の変化に対応してすばやく生産態

勢の変更などを可能にする柔軟性を備えていなければ

な らない。

②生産能力が大 きく,生 産工程の複雑な石油精製にお

いては,ス ケジュー リングを適正化し,各 生産工程の装

置を効率化し,生 産コス トの減少をはか らなければなら

ない。

第4図 はエチレン・クラッキング工程における階層シ

ステムの概略図である。レベルは1で は,市 場の状況を

適確に把握 して,利 益が最大になるような生産計画をた

てる。この管理サイクルは日単位で十分である。レベル2

では指示された生産計画に従って製品を生産する際,費

用が最少となるように各工程の設定値を指示する。この

管理サイクルは分単位でよい。レベル3で は,DDCの よ

うな工程を直接制御する機能を備えている。 この管理サ

イクルは秒単位あるいはもっと短い間隔が必要である。

(C)製鉄所における生産工程管理のための階層システム

製鉄所における生産工程管理用情報 システムは,他 の

産業より非常に進んでお り,す でにいくつかの階層 シス

テムが実際に運用されている。これらの階層システムの

構成は,当 研究会の検討方向とほぼ合致している。

第5図 は,新 日本製鉄大分製鉄所におけるコンピュー

タ ・シス テムの構成 図であ る。 この シス テムの特徴 は,

第1に 工場 内に流 れている物の管理 と,物 を作るための

工程 の制御 を,1つ の情報 シス テムで処理 し て い る こ

と。第2に 各 管理 レベルに応 じて コン ピュー タを階層的

に配置 し,生 産管理や主要生産設備の管理 をオン ライン

処理 してい る こと。第3に,同 一システ ム内で人事や経

理な ど各種の管理 事務の分 野まで もオン ライン処理 して

い ることにあ る。

そのテこめ高品質 で大量の製品 を,少 人数の作業員で生

産す ることを可能 にしてい る。また コンピュータ ・シス

テムがダ ウンした時に も生産 プ ラン トの活 動を維持 する

のに階層構造の システムが よ り適 している ことが立証 さ

れてい る。

この ように今度の調査研究の結果,企 業や生産 プラン

トに採 り入 れ られ るダイ ナ ミックな系を運 用するナこめに

は,階 層構造の情報処理 システ ムが よ り合理的 であ り,

これに対応 してコン ピュー タ ・システムは階層構造にす

る ことが有用 であることが一層 明確 になって きた。

なお,本 課題の詳細については,当 財団48年 度報 告書

「階層 構造の情報処理 システムに関す る調査研究」 を参

照 されたい。
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第5図 大分製鉄所における
コンピュータシステム構成 (凡例)口 既設稼働中IZZ既 設未稼動 【=ニコ未設置
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見 学 者 視 察 等受 入 れ 状 況

昭和47年1月 から48年3月 末までに当財団を来訪した見学者および視察者はつぎのとおりである。

47.2.24

3.2

3.3

3.13

3.22

3.23

4.17

5.9

6.1

6.2

6.14

6.27

7.14

7.19

7.24

8.3

8.25

8.26

9.12

10.3

10.3

10.16

10.25

11.16

11.20

12.19

12.22

48.2.7

2.9

2.24

3.19

西独 ・テレフンケン・マネジャー(3名)

ルーマニア通商代表部日本在住一等 書記官(1名)

ドイツ旅行社社員(1名)

カナダ科学技術 ミッシ ョン(6名)

岩手県黒沢尻工業高校学生(310名)

神戸大学経済経営研究所 経営分析文献センター(1名)

巴川製紙新入社員(5名)

オース トリア連邦議会通商政策担当官(2名)

日本電子工学院学生(9名)

は とバス臨時コース(32名)

航空 自衛隊幹部学校学生(43名)

神奈川大学工経会(33名)

十文字高校学生(15名)

米国コンピュータ ・ミッシ ョン(4名)

お茶の水女子大学付属中学校生徒(30名)

専修大学学生(2名)

千葉県立佐原女子高校学生(10名)

西独G.M.D(数 学情報処理開発事業団)(3名)

航空保安大学校学生(16名)

イン ド,連 合 セメン ト会社社員(2名)

メキシコ労働省職員(1名)

郵政大学校学生(8名)

富士学院(航 空自衛隊幹部学校学生)(12名)

(財)関 西情報センター職員(5名)

フランス政府情報処理代表部(2名)

慶応義塾高等学校学生(40名)

東京理科大学理工学部学生(6名)

日本電子工学院学生(47年 度卒業予定者)(20名)

ソ連科学技術国家委員会(GKNT)科 学技術情報関係者(13名)

ゴム化成品検査協会(10名)

スエーデン行政開発庁(2名)
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JIPDECだ よ
(ジ プ デ ッ ク)

り

昭 和48年 度 事 業 計 画 に つ い て

昭和48年度事業計画および収支予算(1,525百 万円)

が去る3月15日 の定例理事会にて議決され,通 商産業大

臣および郵政大臣の承認をうけた。

1.情 報処理に関する調査および研究開発

(1}調 査、

① インフォメーシ。ン ・ユーティリティに関する

調査

② 海外における情報処理および情報処理産業の実

態調査

③ 情報処理の需要動向調査

④ ソフトウェア産業に関する実態調香

⑤ 総合貿易情報システムに関する調査研究

⑥ 繊維産業(繊 維製品を中心 とする)の システム

化 ・情報化に関する調査

⑦ 情報処理および情報処理産業に関する基礎資料

の整備

② 研究開発

① 文書情報処理の調査研究

② コンピュータ ・ネットワー ク・システムの研究

開発

③ コンパイラ・ジェネレータの作成

④ 人工腎臓患者の病歴管理システムの開発

㈲ 受託による調査研究開発

2.情 報処理に関するコンサルティング等の実施

3.情 報処理の普及促進および教育

{1)普 及 ・啓蒙

① シンポジウムの開催 と映画の作成

② コンピュータ ・トップセミナーの開催

③ 講習会の開催

④ 情報化週間

② 教 育

① 情報処理教育に関する調査研究

② 中級情報処理技術者育成指針の作成

③ 情報処理指導マニアルの作成

(3)デ ータコー ドの標準化の調査研究および工業標準

原案の作成

4.情 報処理および情報処理産業に関する広報活動

{1}わ が国情報処理産業の実情についての海外向け広

報活動

② 情報処理に関する国内向け広報活動

(3)映 画,教 育用スライ ド,各 種出版物等の頒布

一42一
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報 告 書 一 覧 表

米国における情報処理産業の実態

東欧における情報処理産業の実態

ソフ トウェアの価値に関する調査報告』:

情報処理サービス業の実態調査

土地 ・建物コー ド標準化体系調 査報告書

人に関するコー ド標準化体系調 査報告書

米国および西欧における情報処理産業の動向

海外の情報産業

ソフ トウエア需要構造調査報告書(ll)

経営 情報調査報告書(IV)一 石 油業 ・電 力事業 ・流通 業一

企業におけ る情 報処 理費用 と採算性

遠 隔情 報処理 システムの研究 開発

汎用図形処 理言語 の開 発

インタ ラクテ ィブ学習 シス テムの開発

オン ライン ・シ ミュレーシ ョン言語SIMBOL

タ イ ム シ ェ ア リ ン グ シ ス テ ム の 動 作 解 析 と シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

記事情報検索のためのデータ ・マネジメン ト

機械工業における制御情報システム

生鮮食料品流通情報システムの開発研究

米国の州および地方自治体における情報処理の実態

分 類 番 目

46-ROO1

46--ROO2

46-ROO3

46-ROO4

46--ROO5

46-ROO6

46-ROO7

46-ROO8

46-ROO9

46-RO10

46-RO11

46SOO1

46-SOO2

46--SOO3

46-SOO4

46-SOO5

46-SOO6

46-SOO7

46-SOO8

47-R101

頒 布f[lli格(一 般)

800

700

在 庫 な し

1,000

1,500

1,600

1,200

1,300

2,200

1,400

1,000

1,400

1,100

1,000

700

700

1,100

1,000

未 定

1,400

賛助会員

600

500

800

1,100

1,100

900

1,000

1,500

1,000

700

1,000

700

700

500

500

700

700

1,000

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

当財団の活動について詳 しくお知 りにな りたい場合は,下 記あてご連絡 くだ さい。

当財団庶務的事項全般については

当財団の事業内容については

各種調査については

電 話 東 京(03)434-8211(大 代 表)

総 務部 庶務 課(内 線470)

総 務部企 画課(内 線477)

シス テムの調査研 究 につ い ては

総務部調査課(内 線286)

技術部研究課(内 線478)

シス テム及 び プ ログ ラムの研究 開発 につ いて は… …開発 本部 シス テム課又 は開発 課(内 線215)

情 報処 理 に関す る コンサル テ ィングにつ いて は 開発 本部 管理 課(内 線529)

情報処理教育については

情報処理に関す る各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物の入手については

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線538)

総務部庶務課(内 線470)
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